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　当協会の業務運営につきましては、平素より格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申
し上げます。
　本年度も当協会の業務内容や事業実績、年度経営計画等についてご報告するディスク
ロージャー誌「信用保証協会のあらまし 2023」を作成しました。ぜひ、ご一読いただき、
当協会の取組みについてご理解を深めていただければ幸いに存じます。
　さて、昨年度の県内経済は、住宅投資や公共投資が弱い動きとなり、生産活動も一進
一退となりましたが、個人消費につきましては明るさが見られる展開となったほか、雇
用情勢につきましても改善傾向で推移するなど、緩やかな回復の動きとなりました。
　このような情勢にあっても、新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化に加え、
物価高の影響により業績が低下している企業も少なくないことから、財務数値のみで与
信判断することなく、企業訪問等により事業性、将来性を評価し、伴走支援型特別保証
等を活用するなどして積極的な信用保証に取り組みました。
　また、経営支援につきましては、令和４年度の「専門家派遣事業」の実績は 99 企業
となり、前年度と比較して 28 企業の増加となったほか、女性起業家支援チーム「幸呼
来（さっこら）」では、新たに 11 企業に関与致しました。
　今年度に入り、コロナ禍の影響を受けゼロゼロ融資の返済を据え置いていた多くの中
小企業では本格的な返済が始まり、信用保証協会に求められる使命は資金繰り支援に留
まらず、一層の収益力改善・事業再生・再チャレンジを促すための経営支援へとさらに
シフトしていくものと認識しております。
　それらの課題を解決すべく、引き続き各金融機関を始め支援機関の皆様と緊密に連携
させていただきながら、これまで以上に金融支援及び経営支援に注力して参ります。
　当協会では、令和３年度を初年度とする中期事業計画に基づき業務を推進していると
ころですが、令和５年度はその最終年度となります。中期事業計画に掲げている「岩手
を支える中小企業をとことん応援する」存在となるよう取り組んで参りますので、今後
ともご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

令和 5 年 9 月

岩手県信用保証協会
会 長    南　　敏　幸

ご あ い さ つ



2

岩手県信用保証協会は、	

　積極的な「信用保証」と
　　きめ細かい「経営支援」を通して、
　　　中小企業の金融円滑化と持続的成長を促し、

　　　　地域経済の振興に貢献します。

+ 経営理念

岩手県信用保証協会は、信用保証協会法を設立の根拠とする公的保証機関です。

当協会は、県内経済界の主体的な活動により設立された社団法人を母体としており、

中小企業金融のセーフティネットとして期待されています。

信用保証業務はもとより、中小企業ごとに異なる実情や経営者の熱意を十分に感じ取り、

当協会にしかできない中小企業への支援を実現します。
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　信用保証協会は、法律に基づき設立された公的機関であり、中小企業融資に対する信用保証と経営支援を行うこと
により中小企業の発展を支援する専門機関です。

根 拠 法

主 務 大 臣

創 業 許 認 可 取 得

基 本 財 産

保 証 利 用 企 業 者 数

保 証 債 務 残 高

事 業 所 数

昭和 23年　10月 27日

	 12 月  1  日
12 月  7  日

昭和 24年　12月 26日

昭和 28年　  8 月 10 日
昭和 29年　  6 月 16 日

昭和 32年　  8 月 26 日	
昭和 34年　  3 月  5  日	
	
昭和 36 年　12月  1  日
昭和 37年　  7 月 19 日

昭和 38年　  6 月 29 日

昭和 41年　  8 月  5  日	
昭和 43年　  8 月 20 日
昭和 47年　  4 月  1  日	

昭和 52年　  1 月 13 日	

昭和 58年　  2 月  1  日
昭和 58年　  4 月  1  日	
平成  7  年　  7 月  7  日

平成  9  年　  4 月  1  日
平成 18年　  2 月 20 日

平成 21年　  1 月 13 日

平成 29年　  1 月 10 日

�社団法人岩手県信用保証協会
として設立
業務開始（盛岡商工会議所内）
設立登記
財団法人岩手県信用保証協会
設立認可
信用保証協会法公布
岩手県信用保証協会組織変更
認可
釜石支所開設
一関支所開設
宮古支所開設
大船渡出張所開設
本所事務所移転	
（県産業会館２階）
大船渡出張所から支所に昇格

福岡支所開設（現：二戸支所）
水沢支所開設（現：奥州支所）
福岡支所から二戸支所へ名称
変更
本所事務所移転（県第二産業
会館）
オンラインシステム稼働
久慈相談所開設
本所事務所新築移転	
（盛岡市長田町）
花巻、北上、遠野相談所開設
水沢支所から奥州支所へ名称
変更
新オンラインシステム稼働	
（GLOBALNEXTS)
新オンラインシステム稼働	
（COMMON）

信用保証協会法（以下「法」という。）

内閣総理大臣及び経済産業大臣（法第 48条）

昭和 23年 10月 27 日

233 億円

15,576 企業（保証利用度 41.83％）＊県内対象企業 37,235 企業（令和５年３月 31日時点）

31,145 件　3,463 億円（令和５年３月 31日時点）

本所・６支所

 

プロフィール

沿　　革

+ 概　要
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+ 信用補完制度のしくみ

　信用補完制度とは、中小企業者、金融機関、信用保証協会の三者から成り立つ信用保証制度と信用保証協会が日本
政策金融公庫に対して再保険を行う信用保険制度の総称です。

「信用保証制度」と「信用保険制度」の総称

　中小企業者が金融機関から事業資金を借
り入れる際、信用保証協会が公的な保証人
となることにより、中小企業者への資金供
給を円滑にすることを目的とします。
　その際、信用保証協会は信用保証料を受
領し、融資が返済不履行になった場合は、
中小企業者に代わり金融機関に対し弁済（代
位弁済）を行います。

　信用保証協会は日本政策金融公庫と信用
保険契約を締結します。融資金が返済不履
行になった場合、金融機関に対し代位弁済
を行いますが、その際、信用保証協会は代
位弁済した後、日本政策金融公庫から一定
の金額を保険金として受領します。

信用補完制度について

信用補完制度

信用保証制度 信用保険制度
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信用補完制度の概略図

信用保証協会
（全国51協会）

中小企業者 金融機関

日本政策金融公庫

国

地方公共団体

融資申込

保証
申込

保険
料支
払

保証
料支
払

保険
金請
求

求償
債務
返済

代位弁済

保証承諾信用
調査

保険
金支
払

代位弁済請求

保証依頼

融　資

返　済

保険
契約

損失補償契約

監督・指導等

指導

損失補償契約

監督・出資

基
金
補
助
金

監
　
督

全国信用保証
協会連合会

回収
金納
付
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信用保証制度について

①　中小企業者は、金融機関に対し融資申込をします。
②　金融機関は、中小企業者の融資申込を受け付けし、信用保証協会に信用保証を依頼します。
③　信用保証協会は、申込のあった中小企業者について信用調査をします。
④　信用保証協会は、審査の結果、信用保証を適当と認めたときは、金融機関に対し信用保証書を発行します。
⑤　金融機関は、信用保証書に基づき中小企業者に融資を行います。このとき、中小企業者には所定の信用保証料を　
　　金融機関を通じて信用保証協会へ納めていただきます。
⑥　中小企業者は、融資を受けたときの返済条件によって、金融機関に借入金を返済します。
⑦　中小企業者が何らかの事情で借入金の全額又は一部の返済ができなくなったとき、その残額について金融機関は
　　信用保証協会に対して代位弁済の請求をします。
⑧　信用保証協会は、この請求に基づき、中小企業者に代わって借入金の残額を金融機関に代位弁済します。
⑨　信用保証協会は、代位弁済により中小企業者に対する求償権を取得して債権者となります。
⑩　中小企業者及びその連帯保証人には、信用保証協会に対して求償債務を返済していただくことになります。

信用保証協会

中小企業者 金融機関

③信用調査 ④信用保証書発行

⑨求償権取得

⑧代位弁済

⑤
信
用
保
証
料

②
信
用
保
証
依
頼

⑩
求
償
債
務
返
済

⑦
代
位
弁
済
請
求

①融資申込

⑤融資

⑥返済
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信用保険制度について

①　日本政策金融公庫と信用保証協会は信用保険契約を締結し、この保証契約に基づき日本政策金融公庫は信用保証
　　協会の保証に対する保険を引き受けます。
②　信用保証協会は、日本政策金融公庫に信用保険料を支払います。
③　信用保証協会が金融機関に代位弁済したときは、日本政策金融公庫に保険金の請求を行います。
④　日本政策金融公庫は、代位弁済した元本金額の 70％から 90％を信用保険の種類に応じ保険金として信用保証
　　協会に支払います。
⑤　信用保証協会は、代位弁済した中小企業者からの回収金を保険金の受領割合に応じて日本政策金融公庫に納付し
　　ます。

信用保証協会日本政策
金融公庫

①信用保険契約

③保険金請求

②保険料支払

⑤回収金納付

④保険金支払
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責任共有制度について

　責任共有制度とは、中小企業者が保証付融資を受ける際に信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図り、両者
が連携して経営支援や再生支援といった中小企業者に対する適切な支援を行うことを目的とします。
　なお、創業向けの保証制度や経営安定関連保証の一部などは責任共有制度の対象から除外されています。

1　責任共有制度の概要

　金融機関は、「部分保証方式」か「負担金方式」のいずれかの方法を選択しています。
①部分保証方式
　　金融機関が行う融資額の一定割合を保証する方式
②負担金方式

　金融機関が過去の制度利用実績（代位弁済等実績率）に基づき一定の負担金を
支払う方式

2　金融機関の負担割合 　金融機関の負担割合は 20％となります。

3　対象除外となる保証

　下記の制度については責任共有制度の対象除外となっております。
①　小口零細企業保証制度
②　経営安定関連特例保険（セーフティネット）1 ～ 4、6 号
③　災害関連特例保険に係る保証
④　創業関連特例保険（再挑戦支援保証含む）、創業等関連特例保険に係る保証
⑤　特別小口保険に係る保証
⑥　事業再生保険に係る保証
⑦　求償権消滅保証
⑧　破綻金融機関等関連特別保証（中堅企業特別保証）
⑨　危機関連保証
⑩　東日本大震災復興緊急保証
⑪　経営力強化保証
⑫　事業再生計画実施関連保証
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部分保証の場合 負担金方式の場合

保証時点

80％
保証部分

20％
非保証部分

保証時点

100％
保証部分

代位弁済時点

80％
信用保証協会からの代位弁済額

20％
プロパー分

代位弁済時点

100％
保証部分

20％
負担金

80％の部分について保証協会が代位弁済を行
い、残りの 20％については金融機関の負担とな
ります。

保証協会が 100％代位弁済を行いますが、金融
機関は事後的に約 20％の負担金を保証協会に支
払うこととなります。

責任共有制度における金融機関の負担部分のイメージ
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+ 信用保証のご利用にあたって

１．区域要件
　岩手県内に事務所、店舗、工場等がある法人・個人又は住居地がある個人の中小企業者を対象としています。
　ただし、制度要綱等で定めがある場合は、その定めるところによります。

2．企業規模

。

３．業種
　中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほとんどの業種でご利用いただけます。
　ただし、農林・漁業、風俗営業飲食店（公序良俗に反するなど社会的に批判を受けるおそれのないものを除く。）、
性風俗関連特殊営業、一部の金融業、保険媒介代理業及び保険サービス業を除く保険業、学校法人、宗教法人等、そ
の他中小企業信用保険法等において対象業種と認められない業種については、ご利用いただくことができません。
　また、 許認可や届出を必要とする事業を営んでいる場合は、当該事業に係る許認可等を受けていることが必要となりま
す。

ご利用いただける方

業　　種 資本金 常時使用する従業員数

製造業等（運輸倉庫業、建設業、旅行業等を含む。） 3 億円以下 300 人以下

卸売業 1 億円以下 100 人以下

小売業 5,000 万円以下 50 人以下

サービス業 5,000 万円以下 100 人以下

医療法人 ー 300 人以下

政令特例業種 資本金 常時使用する従業員数

ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及び
チューブ製造器用並びに工業用ベルト製造業を除
く。）

3 億円以下 900 人以下

ソフトウェア業・情報処理サービス業 3 億円以下 300 人以下

旅館業 5,000 万円以下 200 人以下

旅行業 3 億円以下 300 人以下

※資本金又は常時使用する従業員数のいずれかが該当する場合は、ご利用いただけます。
※生計を一つにしている家族従業員、会社の役員、全くの臨時的な従業員は、従業員数に含まれません。
※�組合は、当該組合が保証対象業種を営むもの、又はその構成員の 3 分の 2 以上が保証対象業種を営んでいれば対象となり

ます。
※�医療法人、医業を主たる事業とする社会福祉法人、財団法人又は社団法人は、常時使用する従業員数が 300 人以下の場合

は対象となります。
※�特定非営利活動法人は、常時使用する従業員数が 300 人（小売業を主たる事業とする事業者については 50 人、卸売業又

はサービス業を主たる事業とする事業者については 100 人）以下の場合は対象となります。
※製造業等の「等」とは、卸売業、小売業、サービス業以外の業種をいいます。
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１．保証限度

２．保証期間

３．資金使途
　事業経営に必要な「運転資金」と「設備資金」に限られており、次のような資金は対象となりません。
①　生活資金、住宅資金、投機資金
②　転貸資金（組合の転貸貸付を除く。）
③　�金融機関から直接借入れした資金（信用保証協会の保証がない融資金）を返済するための資金（信用保証協会が

認めた場合を除く。）

4．連帯保証人
　次のような特別な事情がある場合を除き、法人代表者以外の連帯保証人を徴求しません。
①　�実質的な経営権を有している方、経営者本人の配偶者（当該経営者本人と共に当該事業に従事する配偶者に限る。）

が連帯保証人となる場合
②　経営者本人の健康上の理由により、事業承継予定者が連帯保証人となる場合
③　�財務内容その他の経営の状況を総合的に判断して、通常考えられる保証のリスク許容額を超える保証依頼がある

場合であって、当該事業の協力者や支援者から積極的に連帯保証の申し出があった場合

＜経営者保証に関するガイドラインについて＞
　平成 30 年 4 月から下記①、②の要件や法人と経営者との関係の分離状況等を踏まえて、経営者保証を不要として
取り扱うことができます。
①　�取扱金融機関が、信用保証の付かない融資（既存の融資か、同時に実行する融資かは問わない。）について経営

者保証を不要としており、担保による保全も図られていない部分がある。
②　直近決算期において債務超過でなく、直近２期連続で減価償却前経常利益が赤字でない。

　�なお、他にも経営者保証を不要とする制度等もありますので、詳細についてはお近くの保証担当部署までお問い
合わせください。

信用保証の内容

個人・法人 2 億 8,000 万円（無担保保証　8,000 万円含む）

組　　　合 4 億 8,000 万円（無担保保証　8,000 万円含む）

普通保証
運転資金は 5 年以内、設備資金は 15 年以内としております。
各保証制度等に定めがある場合は、その定めによります。

信用保証協会制度保証
県・市町村制度保証
国の施策制度保証

それぞれの制度の定めによります。
（主な保証制度は P13 をご覧ください。）

※国の施策による特別な資金を対象にした保証については、制度ごとに別枠で限度額が定められています。
※上記保証限度額のうち、無担保保証の限度額は　8,000 万円です。

　�なお､ 無担保保証の限度額には無担保無保証人保証の限度額　2,000 万円を含みますが、ご利用に際しては別途要件が
あります。（従業員数､ 居住要件､ 納税要件等）
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信用保証料について

　信用保証料は、中小企業者と信用保証協会との信用保証委託契約に基づき、信用保証協会の保証をご利用いただ
く対価としてお支払いただくものです。
　信用保証料は、信用保証協会が日本政策金融公庫に支払う信用保険料、代位弁済に伴う損失等、業務を運営する上
で必要な費用に充当します。

1．保証料率
　信用保証料率は、中小企業者の経営状況に応じて 9 区分となっています。

2．信用保証料率の決定
　信用保証料率は、お客様の財務情報（貸借対照表・損益計算書）を中小企業信用リスク情報データベース（注 1）
を用いて分析し、さらに非財務要因（注 2）を加味して決定します。

区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

責任共有対象制度（※） 1.90％ 1.75％ 1.55％ 1.35％ 1.15％ 1.00％ 0.80％ 0.60％ 0.45％

責任共有対象外制度 2.20％ 2.00％ 1.80％ 1.60％ 1.35％ 1.10％ 0.90％ 0.70％ 0.50％

注：セーフティネット保証など政策的に配慮された保証制度は、一律の保証料率が適用されます。
　　また、県・市町村制度は、上記よりも一部低い保証料率体系となっています。
　　保証制度所定の保証料率は、P13 の「保証制度一覧」をご覧ください。

※責任共有保証料率について
　�平成 19 年 10 月の責任共有制度導入に伴い、金融機関が 20％の責任を負う責任共有の対象制度には「責任共有保証料率」
が適用されます。
　�一方、創業後間もない方や、厳しい経営環境にある方などのために創設された一部の保証制度には、「責任共有外保証料率」
が適用されます。

　　「責任共有保証料率」については、「融資金額に対する率」となっています。ご利用になる金融機関が「負担金方式」、「部　
　分保証方式」のいずれの場合でも、お支払していただく保証料は同じになります。
※責任共有制度の詳細は、P8 をご覧ください。

（注 1）	 中小企業信用リスク情報データベース（略称 :CRD）とは
○�平成 13 年 3 月、中小企業庁が中心となり、中小企業金融の円滑化を支援することを目的に信用保証協会を中心に

創設された、中小企業に関する日本最大のデータベースです。
○�中小企業信用リスク情報データベースには、日本全国の中小企業者の財務データが保有されています。このデータ

に基づき、皆様の企業の信用リスクが算出されます。

（注 2）	 非財務要因とは
○全国 51 信用保証協会の共通の割引要因は、次のとおりです。
　・担保をご提供いただいた場合
　・会計参与設置会社に対する割引
　　　当該中小企業者から、会計参与を設置している旨の登記を行った事項を示す書類の提出を受けた場合
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保証制度一覧（R5.6.1 現在）

主な保証協会制度

主な岩手県中小企業融資制度

災害等対応保証制度

市町村制度

※�県制度の中小企業東日本大震災復興資金も①
に合算して限度額を計算します。

※市町村の融資制度についてのお問合せは、信用保証協会、各市町村、商工会議所、商工会の窓口へご相談ください。

制度名 概　要 保証限度 保証期間 保証料率（年）

普通保証 一般的な事業資金を必要とする方 280,000 千円 運転 5 年以内 
設備 15 年以内

責　0.45％～ 1.90％ 
セーフティネット保証 

（1 ～ 4,6 号）   0.90％ 
（ 5,7,8 号）責 0.80％

当座貸越根保証 反復継続的、安定的に資金を必要とする方 280,000 千円 
50,000 千円以内は無担保 1 年間又は 2 年間

（期間延長可で最長 5 年又は 6 年） 責　0.39％～ 1.62％
事業者カードローン根保証 カード等を用いて反復継続的、安定的に小口資金を必要とする方 無担保扱い 

1,000 千円～ 20,000 千円

中小企業特定社債保証 一定の要件を備え社債の発行により資金調達を必要とする方 有担保扱　450,000 千円 
無担保扱　200,000 千円 7 年以内 責　0.45％～ 1.90％

流動資産担保融資保証 売掛債権・棚卸資産を担保に資金調達を必要とする方 200,000 千円 根保証 1 年　個別保証 1 年以内 責　0.68%

経営力強化保証 認定経営革新等支援機関の支援を受けて、自ら事業計画策定等を行い、資金を必要とす
る方

無担保 80,000 千円 
　　　 200,000 千円

運転 5 年以内 
設備 7 年以内

責　0.45％～ 1.75％ 
        0.50％～ 2.00％

短期継続型保証「5ing」　 一定の要件を具備し、一定期間短期資金を継続することにより、資金繰りの安定を必要とする方 50.000 千円
運転 1 年（1年毎の借換により最長5年）
(ただし、新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている方を対象に条件変更
にて最長令和8年3月31日まで延長可)

責　0.45％～ 1.90％

財務要件型無保証人保証 一定の財務要件の下で経営者保証を不要とする保証を行うことにより、積極的な設備投
資及び事業拡大に繋がる資金を必要とする方

無担保 80,000 千円 
　　　 200,000 千円

一括　2 年以内 
分割　7 年以内 責　0.45％～ 1.90％

事業承継特別保証 一定の要件を満たし事業承継時において、経営者を含めて保証人を徴求せず資金を必要
とする方

無担保 80,000 千円 
　　　 200,000 千円

一括　1 年以内 
分割　10 年以内

責　0.45％～ 1.90％
一定要件を満たした場合

責　0.20％～ 1.15％

制度名 概　要 保証限度 保証期間 保証料率（年）

商工観光振興資金保証 一般的な事業資金が必要とする方
運転 50,000 千円 
設備 100,000 千円

（制度の上限は 100,000 千円）

運転 10 年以内
設備 15 年以内 責　0.45％～ 1.50％ 

セーフティネット保証 
（1 ～ 4,6 号）    0.70％ 
（ 5,7,8 号 ）責 0.60％

一般対策 経営の安定に支障をきたし、資金を必要とする方 80,000 千円まで 
セーフティネット保証は 
別枠 80,000 千円

運転 15 年以内原油高対策 原油高の上昇の影響を受け、資金を必要とする方
災害対策 災害救助法の適用対象となった災害の発生後、経営環境が悪化し資金を必要とする方

経営力強化対策 認定経営革新等支援機関の支援を受けて、自ら事業計画策定等を行い、資金を必要とす
る方 80,000 千円 運転 5 年以内　設備 7 年以内

借換の場合は 10 年以内
責　0.45％～ 1.35％ 
　　 0.50％～ 1.60％

経営改善サポート 支援機関の支援を受けながら、事業再生を図るための資金を必要とする方
80,000 千円 

（他の対策資金併用の場合は合計
1 億 60,000 千円）

15 年以内
　　　　　責　0.60% 
※保証付きの既往借入金を借り　
　換える場合は 0.80％

普通小口資金保証 一般的な小口の資金を必要とする方 20,000 千円 運転 5 年以内　設備 7 年以内 責　0.45％～ 1.50％
小規模小口資金保証

（責任共有対象外） 小口の資金を必要とする方（従業員 20 人以下（商業、サービス業は 5 人以下）） 20,000 千円 運転 5 年以内　設備 7 年以内 　　0.45％～ 1.50％

特別小口資金保証 所得税、事業税等を完納している小口の資金を必要とする方（従業員 20 人以下（商業、サー
ビス業は 5 人以下））でこれ以外の保証債務残高がない方 20,000 千円 運転 5 年以内　設備 7 年以内 0.70％

（ＮＰＯ法人は責　0.60％）

育成資金保証 資格・勤務経験等を生かし新たに事業を開始するための資金を必要とする方
運転 20,000 千円 
設備 40,000 千円（運転設備併
用の場合は 40,000 千円以内）

運転 10 年以内
設備 15 年以内 責　0.45％～ 1.50％

創業資金保証 事業を営んでいない個人により県内で新たに事業を開始するための資金を必要とする方 運設 35,000 千円 運転・設備 10 年以内 創業関連保証　0.70％ 
責　0.45％～ 1.50％

若者・女性創業支援資金保証 事業を営んでいない個人により県内で新たに事業を開始するための資金を必要とする方 運設 10,000 千円 運転・設備 10 年以内
創業関連保証　0.00％

県及び当協会が保証料補給を実
施するため自己負担無し

成長応援資金 雇用増加、事業拡大、新分野への進出等のための資金を必要とする方 50,000 千円 10 年以内

責　0.45％～ 1.50％ 
セーフティネット保証 

（1 ～ 4,6 号）    0.70％ 
（ 5,7,8 号 ）責 0.60％ 
経営革新関連保証 0.60％

事業承継資金 円滑な事業承継のための資金を必要とする方 80,000 千円 10 年以内 責　3 年以内　　　　  2.1％ 
　　3 年超 10 年以内   2.3％

中小企業東日本大震災復興資金 東日本大震災により著しい被害を受け、経営の安定のために資金を必要とする方 80,000 千円 15 年以内 0.80％
新型コロナウイルス感染症対策
資金保証

新型コロナウイルス感染症により事業活動に支障が生じており、事業を継続するために
資金を必要とする方 80,000 千円 10 年以内 0.40％

伴走支援資金 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一定の要件を満たし、かつ経営行動に係る計
画を策定した方 100,000 千円 10 年以内

　　　　　　0.85％
　 経保無し　　1.05％
　 一般　0.45％〜 1.90％
　 一部国及び県から補助あり

いわて事業承継促進資金保証 事業承継時に保証人を付さずに資金を必要とする方 80,000 千円 10 年以内
責　0.45％～ 1.50％

一定の要件を満たした場合　　 
責　0.50％～ 1.60％　

制度名 概　要 保証限度 保証期間 保証料率（年）
東日本大震災復興緊急保証 東日本大震災により、経営の安定に資金が必要な方、または事業再生に資金を必要とする方 ①別枠 280,000 千円 10 年以内 0.80%

災害関係保証 東日本大震災で直接被害を受けられた方で、事業再生に資金を必要とする方 ②別枠 280,000 千円 運転 10 年以内
設備 15 年以内 0.70%

経営安定関連保証
（セーフティネット保証）

中小企業信用保険法第 2 条第 4 項各号のいずれかの規定に基づいた市町村の認定を有
する方で経営の安定に資金を必要とする方 ③別枠 280,000 千円 10 年以内 （1 ～ 4,6 号）    0.90％ 

（ 5,7,8 号）責 0.80％

危機関連保証制度要綱 突発的に生じた大規模な経済危機、災害等の影響を受け、事業継続や経営の安定のため
の資金を必要とする方 ④別枠 280,000 千円 10 年以内 0.80%

制度名 概　要 保証限度 保証期間 保証料率（年）

市町村中小企業振興資金保証 各市町村の要網等に定める対象者

小口　12,500 千円 
中口　37,500 千円 
※小口・中口を合わせて 
37,500 千円以内 
経営安定　25,000 千円 
開業　　　12,500 千円 
※小口・中口・経営安定・開業
を合わせて 50,000 千円以内

運転 7 年以内
設備 10 年以内

責　0.45％～ 1.70％ 
　　特小　0.90％ 

（ＮＰＯ法人の特小は
責　0.80％）   
セーフティネット保証 

（1 ～ 4,6 号）    0.70％ 
（ 5,7,8 号 ）責 0.60％

① + ② + ③ + ④合算限度
560,000 千円

② + ③合算限度
280,000 千円

普通保険 ・・・合算して 400,000 千円
無担保保険・・合算して 160,000 千円

中
小
企
業
経
営
安
定
資
金
保
証

中
小
企
業
成
長
応
援
資
金

+ 信用保証制度のご案内

（責：責任共有）
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年　度
保証承諾 保証債務残高 代位弁済

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額
平成 30 年度 8,417 87,528,673 27,888 226,448,596 221 1,282,585
令 和 元 年 度 8,804 89,050,814 27,186 220,897,478 223 1,523,312
令 和 ２ 年 度 18,325 302,534,090 32,091 385,186,865 138 767,588
令 和 ３ 年 度 6,159 50,516,707 31,323 365,932,474 198 2,258,097
令 和 ４ 年 度 6,526 64,200,382 31,145 346,304,106 238 2,295,620

（単位：千円）
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保証承諾・保証債務残高・代位弁済の推移
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令和２年度 ３年度 ３年度
金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比

都 市 銀 行　　　　　　　　　717 123.5 0.2 288 40.2 0.6 640 222.2 1.0
地 方 銀 行　　　　　　　　172,993 337.3 57.2 29,622 17.1 58.6 38,072 128.5 59.3
第 二 地 方 銀 行　　　　　　63,916 406.0 21.1 8,242 12.9 16.3 9,883 119.9 15.4
信 用 金 庫　　　　　　　　　62,861 305.0 20.8 12,103 19.3 24.0 15,194 125.5 23.7
信 用 組 合　　　　　　　　　758 － 0.3 0 － 0.0 0 － 0.0
政府系金融機関　　　　　　335 50.9 0.1 94 28.2 0.2 165 174.8 0.3
農 業 協 同 組 合　　　　　 954 550.0 0.3 168 19.8 0.3 248 147.3 0.4
そ の 他 0 － 0.0 0 － 0.0 0 － 0.0
合 計　　　　　　　　　　　　302,534 339.7 100.0 50,517 16.7 100.0 64,200 127.1 100.0

令和２年度 ３年度 ４年度
金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比

都 市 銀 行　　　　　　　　1,961 92.7 0.5 1,786 91.0 0.5 1,716 96.1 0.5
地 方 銀 行　　　　　　　　224,940 174.1 58.4 212,971 94.7 58.2 202,066 94.9 58.3
第 二 地 方 銀 行　　　　　78,756 186.9 20.4 74,824 95.0 20.4 69,470 92.8 20.1
信 用 金 庫　　　　　　　　　76,292 168.8 19.8 73,395 96.2 20.1 70,201 95.6 20.3
信 用 組 合　　　　　　　738 1145.1 0.2 742 100.5 0.2 723 97.5 0.2
政府系金融機関　　　　　　1,487 84.2 0.4 1,170 78.7 0.3 1,055 90.2 0.3
農 業 協 同 組 合　　　　　　1,012 261.8 0.3 1,046 103.3 0.3 1,073 102.6 0.3
そ の 他 0 － 0.0 0 － 0.0 0 － 0.0
合 計　　　　　　　　　　　　385,187 174.4 100.00 365,932 95.0 100.0 346,304 94.6 100.0

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）
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令和２年度 ３年度 ４年度
金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比

製 造 業 計　　　　　　　　　　57,011 320.2 18.8 9,136 16.0 18.1 11,622 127.2 18.1
農 林 漁 業　　　　　　　　　　2,789 395.1 0.9 698 25.0 1.4 884 126.7 1.4
鉱 業　　　　　　　　　　　　1,553 520.1 0.5 244 15.7 0.5 232 95.1 0.4
建 設 業　　　　　　　　　　　79,235 325.1 26.2 13,374 16.9 26.5 185,520 138.5 28.8
卸 売 業　　　　　　　　　　　27,524 361.8 9.1 4,177 15.2 8.3 5,834 139.7 9.1
小 売 業　　　　　　　　　　　38,763 318.6 12.8 6,145 15.6 12.2 8,736 142.2 13.6
飲 食 業 23,187 410.6 7.7 2,591 16.0 5.1 2,609 100.7 4.1
運 送 倉 庫 業　　　　　　　　　15,569 398.6 5.1 2,784 17.9 5.5 3,452 124.0 5.4
サ ー ビ ス 業　　　　　　　　　48,061 417.9 15.9 8,191 15.0 16.2 8,622 105.3 13.4
不 動 産 業　　　　　　　　　　8,202 188.9 2.7 2,913 35.5 5.8 3,544 121.6 5.5
そ の 他 の 産 業　　　　　　　　640 91.1 0.2 263 41.1 0.5 144 54.9 0.2
合 計　　　　　　　　　　　　302,534 339.7 100.0 50,517 16.7 100.0 64,200 127.1 100.0

令和２年度 ３年度 ４年度
金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比 金　額 前期比 構成比

製 造 業 計　　　　　　　　　　71,421 171.1 18.5 68,572 96.0 18.7 64,796 94.5 18.7
農 林 漁 業　　　　　　　　　　3,319 173.2 0.9 3,353 101.0 0.9 3,295 98.3 1.0
鉱 業　　　　　　　　　　　　1,852 211.1 0.5 1,835 99.1 0.5 1,704 92.8 0.5
建 設 業　　　　　　　　　　　91,258 192.4 23.7 84,466 92.6 23.1 79,069 93.6 22.8
卸 売 業　　　　　　　　　　　32,915 196.2 8.5 31,025 94.3 8.5 29,316 94.5 8.5
小 売 業　　　　　　　　　　　50,418 164.3 13.1 48,059 93.9 13.1 45,131 93.9 13.0
飲 食 業 28,056 184.7 7.3 18,305 101.3 5.0 17,607 96.2 5.1
運 送 倉 庫 業　　　　　　　　　19,695 176.6 5.1 19,622 99.6 5.4 18,643 95.0 5.4
サ ー ビ ス 業　　　　　　　　　62,345 184.6 16.2 68,483 95.7 18.7 65,576 95.8 18.9
不 動 産 業　　　　　　　　　　20,718 113.6 5.4 19,392 93.6 5.3 18,645 96.1 5.4
そ の 他 の 産 業　　　　　　　　3,189 101.9 0.8 2,821 88.5 0.8 2,522 89.4 .0.7
総　 合　 計 385,187 174.4 100.0 365,932 95.0 100.0 346,304 94.6 100.0

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）
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機構別債権買取支援企業数 機構別エグジットファイナンス支援企業数、金額
（単位：百万円）

保証状況

被災企業支援の状況

　伴走資金の借換えなどにより当期の保証承諾は、64,200 百万円となり、前期比 127.1％と前期を上回りましたが、
目標額に対する達成率は 82.3％と下回りました。
　保証債務残高は 346,304 百万円となり、前期比 94.6％と前期を下回ったものの目標額に対する達成率は
106.2％と上回りました。
　保証債務平均残高は 354,844 百万円となり、前期比 94.4％と前期を下回りましたが、目標額に対する達成率は
102.9％と上回りました。

　東日本大震災の被災企業に対し、産業復興相談センター及び東日本大震災事業者再生支援機構と協力して相談に応
じるとともに、債権買取支援先へは直接職員が訪問し、企業の身近な相談相手になれるようアフターフォローをする
ことで迅速かつ適正な対応に努めました。
　また、債権買取先への追加支援やエグジットファイナンス支援に関しても関係機関と連携して支援をしています。

区　別 目標額
当　期

達成率
前　期 前期比

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

保 証 承 諾 78,000 6,526 64,200 82.3 6,159 50,517 106.0 127.1

保 証 債 務 残 高 326,000 31,145 346,304 106.2 31,323 365,932 99.4 94.6

保証債務平均残高 345,000 31,240 354,844 102.9 31,623 375,973 98.8 94.4

譲渡先
（買取先）

支援実施

企業数累計

産業復興機構 104

東日本大震災事業者
再生支援機構 125

合　計 229

譲渡先
（買取先）

支援先のうちエグジットファイナンス支援

企業数 保証承諾

産業復興機構 61 2,246

東日本大震災事業者
再生支援機構 14  340

合　計 75 2,586

+ 令和４年度の事業概要

（単位：百万円、件、％）
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代位弁済及び求償権等の状況

　当期の代位弁済額は、2,296 百万円（前期比 101.7％）となりました。また、求償権等の回収額（対債務者）は、
1,178 百万円（同 248.2％）と前期を上回りました。
　求償権残高（対債務者）は、39,806 百万円（同 100.9％）と前期を上回りました。
　なお、債権買取に伴う代位弁済及び求償権等回収の実績はありませんでした。

　　　 期　別
区　分

計画額
当　期

計画比
前　期 前期比

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

代位弁済 3,500 238 2,296 65.6 198 2,258 120.2 101.7

求償権等回収
( 元金 ) 457 51 1,178 257.8 46 475 110.9 248.2

求償権残高 41,742 4,163 39,806 95.4 4,106 39,466 101.4 100.9

（単位：百万円、件、％）
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収支計算書 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）

収　入
科　目 金　額

経常収入 3,685,347,044
　保証料 3,185,930,245
　預け金利息 87,995
　有価証券利息・配当金 263,579,744
　調査料 0
　延滞保証料 101,735
　損害金 19,426,301
　事務補助金 134,463,210
　責任共有負担金　 66,500,000
　雑収入 15,257,814
経常支出 2,517,008,362
　業務費 1,042,493,806
　借入金利息 0
　信用保険料 1,472,115,079
　責任共有負担金納付金 0
　雑支出 2,399,477
経常収支差額 1,168,338,682
経常外収入 4,679,651,460
　償却求償権回収金 131,460,105
　責任準備金戻入 2,297,905,262
　求償権償却準備金戻入 186,679,034
　求償権補てん金戻入 2,063,607,059
　　保険金　 1,950,887,159
　　損失補償補てん金 　 112,719,900
　補助金 0
　その他収入 0
経常外支出 4,682,244,504
　求償権償却 2,275,594,707
　譲受債権償却 0
　有価証券償却 0
　雑勘定償却 4,729,830
　退職金 697,322
　責任準備金繰入 2,227,557,177
　求償権償却準備金繰入 173,654,062
　その他支出 11,406
経常外収支差額 △ 2,593,044
制度改革促進基金取崩額 0
収支差額変動準備金取崩額 0
当期収支差額 1,165,745,638
　収支差額変動準備金繰入額 582,000,000
　基本財産繰入額 583,745,638

（単位：円）
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支　出 収　入

業務費
1,042 百万円

信用保険料
1,472 百万円

その他
２百万円

保証料
3,185 百万円

預け金利息等
263 百万円

その他
235 百万円

求償権償却
2,275 百万円

責任準備金繰入
2,227 百万円

求償権償却準備金繰入
173 百万円

その他
4 百万円

責任準備金戻入
2,297 百万円

求償権償却準備金
戻入

186 百万円

求償権補填金戻入
2,063 百万円

その他
131 百万円

当期収支差額
1,165 百万円

経
常
支
出

経
常
収
入

経
常
外
支
出

経
常
外
収
入

信用保険料
日本政策金融公庫へ支
払った信用保険料のうち、
当該決算期間に対応する
額を計上しています。

保証料
保証ご利用の際に中小企
業者の方からいただいた
保証料のうち、当該決算
期間に対応する額を計上
しています。

求償権償却
年度末求償権のうち回収
不能と認められ償却した
額や当年度受領した保険
金相当額等を計上してい
ます。

預け金利息等
金融機関に預け入れた預
託金の受取利息と、地方
債・社債等からの利息配
当金です。

責任準備金繰入
景気変動等により代位弁
済が想定以上に増加した
場合に備え、保証債務残
高に対して一定の割合を
積み立てています。

求償権償却準備金繰入
協会資産の健全性を保つ
観点から求償権残高に対
して一定の割合を積み立
てています。

求償権補填金戻入
代位弁済により日本政策
金融公庫から受領した保
険金と全国信用保証協会
連合会及び地公体から受
領した損失補償補填金で
す。期中で受領した保険
金等は求償権補填金（貸
借対照表貸方）に計上し
決算時に求償権補填金戻
入処理を行うことにより、
求償権の償却（保険金・
損失補償補填金償却）を
行います。

当期収支差額
基金準備金及び収支差額
変動準備金に組入れ、当
協会が健全な経営を行
い、公共的使命を果たし
ていく上で必要不可欠な
基本財産等の充実に充て
ています。

収支計算書の用語説明
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借　方

資　産

貸　方

負　債

科　目 金　額
現金 0
　現金 0
　小切手 0
預け金 5,768,831,663
　当座預金 0
　普通預金 3,487,665,041
　通知預金 0
　定期預金 2,280,000,000
　郵便貯金 1,166,622
金銭信託 0
有価証券 35,830,939,100
　国債 0
　地方債 17,191,364,913
　社債 18,637,574,187
　株式 2,000,000
　受益証券 0
その他有価証券 0
　新株予約券 0
　再生ファンド出資 0
動産・不動産 904,754,908
　事業用不動産 831,906,766
　事業用動産 72,848,142
　所有動産・不動産 0
損失補償金見返 1,962,979,306
保証債務見返 346,304,106,020
求償権 584,998,515
譲受債権 0
雑勘定 731,554,896
　仮払金 1,558,589
　保証金 20,000
　厚生基金 15,109,315
　連合会勘定 0
　未収利息 47,116,223
　未経過保険料 667,750,769

合　　　計 392,088,164,408

科　目 金　額
現金 0
預け金 5,768,831,663
金銭信託 0
有価証券 35,830,939,100
その他有価証券 0
動産・不動産 904,754,908
損失補償金見返 1,962,979,306
保証債務見返 346,304,106,020
求償権 584,998,515
譲受債権 0
雑勘定 731,554,896

合　　　計 392,088,164,408

科　目 金　額
基本財産 23,379,588,433
　基金 9,507,430,695
　基金準備金 13,872,157,738
制度改革促進基金 0
収支差額変動準備金 8,436,466,581
責任準備金 2,227,557,177
求償権償却準備金 173,654,062
退職給与引当金 468,286,567
損失補償金 1,962,979,306
保証債務 346,304,106,020
求償権補てん金 0
　保険金 0
　損失補償補てん金 0
借入金 0
　長期借入金 0
　　内公庫分 0
　短期借入金 0
　　内公庫分 0
　収支差額変動準備金造成資金 0
雑勘定 9,135,526,262
　仮受金 23,498,366
　保険納付金 257,325,264
　損失補償納付金 42,520,106
　未経過保証料 8,810,626,853
　未払保険料 1,099,799
　未払費用 455,874

 合　　　計 392,088,164,408

科 　　目 金　額
責任準備金 2,227,557,177
求償権償却準備金 173,654,062
退職給与引当金 468,286,567
損失補償金 1,962,979,306
保証債務 346,304,106,020
求償権補てん金 0
借入金 0
雑勘定 9,135,526,262

 合　　　計 360,272,109,394
正味資産 31,816,055,014

（単位：円）

（単位：円）

貸借対照表 （令和５年３月 31日現在）

財産目録 （令和５年３月 31日現在）
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借　方 貸　方

現金・預け金
5,768 百万円

有価証券
35,830 百万円

不動産等
904 百万円

求償権
584 百万円

未経過保険料
667 百万円

その他
348,330 百万円

基本財産
23,379 百万円

収支差額変動準備金
8,436 百万円

責任準備金
2,227 百万円

求償権償却準備金
173 百万円

退職給与引当金
468 百万円

損失補償金
1,962 百万円

未経過保証料
8,810 百万円

未払保険料
1 百万円

その他
336,628 百万円

現金・預け金
保証の利用を促進するた
め及び代位弁済の支払い
準備資産等として金融機
関へ預け入れしています。

基本財産
一般企業の資本金に相当
します。地公体・金融機関 
からの出捐金及び負担金
並びに収支差額の累積額
から成り立っています。

有価証券
安全・有利な運用を行う
ため地方債・社債等を保
有しています。

収支差額変動準備金
収支に欠損が生じた場合
や、急激な保証増加により、
基本財産の増強が必要と
なった場合に備えて、協会
の経営を安定させるために
積み立てておくものです。

求償権
決算書上の求償権は、代
位弁済した金額から回収
金並びに償却分（保険金
償却、損失補償金償却、
自己償却分）を控除した
額です。

未経過保険料
日本政策金融公庫に支
払った保険料のうち、翌
事業年度に係る部分を計
上しています。

未経過保証料
受領した保証料のうち当
該決算期間を除いた未経
過分（次年度以降に係る保
証料）を計上しています。

♦基本財産とは
　基本財産とは、一般企業の資本金に相当するものです。
　信用保証協会が引き受けた保証債務の最終担保的な性格があります。このことから、当協会が引き受けることがで
きる保証債務の最高限度額は、定款により基本財産の 46.6 倍（定款倍率）と定めています。
　したがって、中小企業者等の保証需要に安定して応え、公共的使命を果たしていくためには、基本財産の充実が不
可欠となっています。

♦基本財産の構成
　基本財産は、①基金、②基金準備金で構成されています。
①基金は、県市町村からの拠出である出捐金と金融機関等負担金で構成されています。
②基金準備金は、毎事業年度決算における収支差額のうち、基金準備金として繰り入れた累計で、信用保証協会の自

己造成資金です。

貸借対照表の用語説明
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１．業務環境
（１)地域経済及び中小企業の動向
　令和４年度の県内経済は、住宅投資については主力の持家が弱含みで推移するなどマイナス傾向が続き、公共投資
も弱い動きに終始した。
　また、生産活動は、運送機械などはプラス傾向となったものの食料品が弱含みとなったほか足許で電子部品・デバ
イスもマイナスとなるなど一進一退の動きとなった。
　一方、個人消費については、ドラッグストアは２桁台の増加を進めたほか、スーパーやコンビニエンスストアもプ
ラス基調となり、自動車新車登録・販売台数も前年の反動から増加傾向となるなど、明るさが見られる展開となった。

（２)中小企業向け融資の動向
　日本銀行などの資料によると、金融機関の貸出残高は前年を上回り、金利は依然として低水準で推移している。 

（３)岩手県内中小企業の資金繰り状況
　日本銀行盛岡事務所による令和４年３月の短観業況判断ＤＩ（全産業ベース）における県内企業の資金繰り状況は
マイナス 14 ポイント（４年 12 月調査：マイナス 12）であり、依然として資金繰りがやや苦しい状況となっている。

（４)岩手県内の雇用情勢
　岩手労働局の発表によると、岩手県の令和３年度平均の有効求人倍率は 1.26 倍で、前年度（1.26 倍）を 0.06 ポ
イント上回った。
　一方で、令和５年３月新規大学卒業者の就職内定状況は、大学 94.2％（前年同期比 0.10 ポイント低下）となった。

２．重点課題について
（１)保証部門
　ア　積極的な信用保証
　　( ア )　必要十分な信用供与

　新型コロナウイルスの影響の長期化により業績が低下している企業であっても、表面財務のみで与信判断す
ることなく、企業訪問等により事業性、将来性を理解した上で、短期継続型保証「５ing」や伴走支援型特別
保証等を活用しながら積極的な信用保証に取り組んだ。

　　( イ )　ニーズに応える保証制度の創設
　保証制度検討委員会を組織し、SDGs 関連や創業資金等の制度創設等について議論した。いわて起業家育
成資金内に、40 歳以下と女性を対象とした若者・女性創業支援資金を新設、利子については県が３年間補給、
保証料については県と協会が全期間分を補給することとし、令和５年度から取扱いを開始している。

　　( ウ )　金融機関との協調、信頼関係の維持・強化
　　日頃から金融機関との対話を重視し、情報交換を重ねて信頼関係の維持・強化を図った。コロナ禍等で業

績下降している企業等に対し、連携支援協調パッケージ（年間 230 件、4,733 百万円、前年比 103％）に
よる資金繰り支援を行う等、金融機関との連携、協調支援体制の構築に努めた。

　　( エ )　各地域の課題解決に向けた県及び市町村との連携
　各保証担当部署で市町村、商工団体等との情報交換会を実施。企業支援施策等情報交換、地域課題の共有
化を図り、課題解決に向け連携強化を図った。

令和 4年度経営計画の評価

+ 経営諸計画の取組みへの評価
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　　( オ )　顧客の利便性向上及び適切な事務処理のための業務の見直し
　保証プロセス等見直し委員会を設置し保証業務に関する事務処理プロセスの改善検討を行い、事前協議管
理及び案件配賦方法の統一化を 10 月１日付で実施した。
　認証付電子保証書の導入促進を図り、令和４年 10 月 11 日に東北銀行、11 月１日に気仙沼信用金庫、
12 月１日に花巻信用金庫と実施し、累計で５金融機関となった。

　イ　東日本大震災や台風等により被災した企業の復旧・復興支援
ａ　岩手県産業復興相談センター（以下「復興相談センター」という。）及び東日本大震災事業者再生支援機構（以

下「震災支援機構」という。）による債権買取企業及び被災企業に対し企業訪問によるフォローアップを実
施した。

　　被災企業に対する訪問実績は、買取支援企業 22 企業（前年度 33 企業）、延べ 94 回（同 78 回）、買取
以外の被災企業 59 企業（同 53 企業）、延べ 162 回（同 128 回）となった。

　　また、上記訪問先のうち、金融面での支援は新規保証 12 企業、条件変更 18 企業、経営面での支援は専
門家派遣を 10 企業に実施した。

ｂ　債権買取企業のエグジット期限が到来する先が増加することもあり、復興相談センター、震災支援機構及
び金融機関と連携を密にしながら業況等の把握を行った。令和４年度のエグジットファイナンス資金の保証
承諾実績は 11 企業、348,730 千円であった。
※　エグジットファイナンス資金には、両機構への返済資金のほかに、必要な運転資金等も含まれる場合が　
　ある。

（２)経営支援部門
　ア　経営支援・再生支援の強化
　　( ア )　新しい社会に求められる経営課題の抽出、解決への伴走支援

ａ　ローカルベンチマークや業種別審査辞典等を活用しながら、情報収集、仮説設定、面談を行って課題を抽
出した上で、必要な支援策を提供するよう意識して対応している。企業への支援を行う際のこのアプローチ
が組織的に定着してきている。

ｂ　経営支援のメインツールである専門家派遣を活用し、企業の個別課題解決に向けたサポートを実施してい
る。令和４年度の専門家派遣実施企業数は、過去最多の 99 企業となった。専門家派遣等の際には、企業と
経営課題や支援方針を共有した上で、短期目標を設定して進捗状況の確認を行うとともに、目標達成のため
必要に応じて協会職員や金融機関による独自支援も実施し、支援の実効性を高める取組みをしている。

＜専門家派遣実施状況＞
※オンラインによるリモート開催も含む。　　　　　　　　　　　（前年度）
派遣実施企業 派遣による企業訪問回数 派遣実施企業 派遣による企業訪問回数

99 企業 延べ 562 回 71 企業 延べ 321 回

　また、中小企業アンケートの実施結果では、協会の経営支援活動について「知らない」と回答した企業が
46.8％と前年度の 56.2％から減少しており、協会の経営支援について認知度の向上が見られる。同アンケー
トでは、コロナ禍による影響についても調査しており、今後の返済が困難との回答が 11.5％あった。コロ
ナ禍等により財務内容が厳しい企業が増えていることから、今後さらに経営支援活動の周知に努め、支援ニー
ズに応えていく必要がある。

　　( イ )　創業、事業承継支援の強化
ａ　創業案件については、創業者と面談を実施し、必要がある場合には創業支援パッケージや女性起業家支援

チーム＜幸呼来（さっこら）＞（以下「＜幸呼来（さっこら）＞」という。）の活用、また日本政策金融公
庫と連携した協調支援を行うことにより、スムーズな事業の立ち上げをサポートした。創業支援パッケージ
の利用実績は、当年度関与９先、保証承諾９先（前年度関与４先、保証承諾３先）であった。＜幸呼来（さっ
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こら）＞では、令和４年度に 11 先に新たに関与し、累計の関与企業累計 56 先となった。保証承諾、独自支援、
専門家派遣、金融機関紹介等のニーズに沿った支援を行ったほか、女性創業者向けセミナーの開催、金融機
関女性担当者との勉強会の実施等幅広い活動を行った。

　　また、創業資金利用先のうち 138 企業に対してフォローアップ面談を実施した。
　　加えて、日本政策金融公庫盛岡支店と創業連携スキームを構築し、スムーズな協調支援体制の確立を図っ

た。
ｂ　65 歳以上の経営者との面談を 77 企業に対して実施し、４企業から事業承継ニーズを確認。そのうち１

企業について、事業承継・引継ぎ支援センターへの橋渡しを行った。また、事業承継・引継ぎ支援センター
から依頼のあった事業承継診断アンケートを実施し、回答のあった 29 企業のうち２企業について同セン
ターによる訪問につながった。

ｃ　協会主催の女性向け創業セミナーを開催し、オンラインとリアルの併用開催で合計 14 名が参加。また、
自治体や商工団体が開催する創業スクールへの講師出席や後援を行った。

　　( ウ )　金融機関と連携した伴走支援
　　専門家派遣を実施した 99 企業中 83 企業について金融機関が同行。金融機関と課題や改善の方向性等の

共有を図った上で支援を実施した。
　　また、協会の独自支援と併せ、金融機関による独自支援を実施したケースもあり、企業の課題解決のため

に連携して対応した。
　　( エ )　企業再生への積極的な取組み

　　増大する債務に苦しむ中小企業の収益力改善・事業再生・再チャレンジの総合的支援を促進するため、岩
手県中小企業活性化協議会及び東北経済産業局と連携協定を締結した。

　　また、活性化協議会が関与した第二会社方式での再生案件４件について、金融機関とも連携して対応し、
全件合意成立に至った。

　　( オ )　各支援機関が持つ効果的な支援活用による連携
ａ　いわて中小企業事業継続支援センター会議等を通じて、自治体や商工団体等との情報交換を行った。情報

については、保証担当部署及び企業支援課で随時実施し、国や県の支援施策や補助金等の情報はグループ
ウェアで共有した。

ｂ　経営支援に関する情報交換会を各地域で保証協会が主体となって開催し、商工団体や金融機関、行政機関
等と支援情報の共有を図り連携を強化した。

　　( カ )　経営支援の効果検証
　　令和３年度に定めた効果測定の指標による検証試行に向け、財務データを蓄積した。

　　( キ )　経営支援の組織的レベルアップ
ａ　協会の支援事例や金融機関との連携事例をグループウェアで共有するとともに、経営支援取組事例審査会

の好事例も全職員が閲覧可能にして、経営支援に関するノウハウや情報の横展開を行った。
　　また、管理職員向けの経営支援研修会や一般職員研修会を開催し、経営支援に関する知識の習得やスキル

の向上を図ったほか、経営支援ミーティングでの職員間の意見交換や議論を通じて支援マインドの醸成を
図った。

ｂ　経営支援を行う際には、金融機関、専門家等とも連携し短期目標を設定、共有した。目標達成に向けての
役割分担、スケジュール管理等のトータルコーディネートを行うことを意識して実施しており、支援の実効
性を高める取組みを行っている。

　　( ク )　ファンドへの出資の検討
　FVC Tohoku（株）、県と複数回にわたりファンド組成に関する情報交換を実施した。新たなファンドを
組成する際には連絡をもらうこととしている。

（３)　期中管理部門
　ア　正常化に向けた期中管理
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　　( ア )　期中管理早期対応による正常化支援
　内部管理用「延滞・事故保証債務ランク別実態報告書」により延滞、事故先の事業実態、窮境原因及び改
善の方向性を把握し、早期に対応方針を明確にした上で条件変更等による正常化支援に取り組み、年度末に
おける条件変更承諾は 39,144 百万円（前年比 119.7％）となった。
　当期事故受付は 3,811 百万円（前年比 89.9％）と前年を下回ったが、法的整理等で調整不能な案件が増
えた事等により事故調整額累計は 1,409 百万円（前年比 76.8％）となった。年度末における事故残高は
1,403 百万円（前年比 110.8％）と前年を上回った。
　信用保証料が延滞している先については、内部管理用の「未収保証料状況表」により延滞原因を把握の
上、未収期間が長期化しないように分割納入や借換等による早期解消に努めた。

　　( イ )　金融機関と連携した期中管理
　金融機関と定期的に情報交換を行い、延滞企業、条件変更繰り返し先、大口先等については適宜同行訪問
等を行い実態把握に努め、連携して条件変更等による正常化支援に取り組んだ。

（４)　回収部門
　ア　適切な対応による回収

( ア )　代位弁済が避けられない案件で、定例入金及び担保処分が見込まれる先については、期中段階の交渉に
回収担当者が同席することとし、令和４年度は 14 先（前年度 14 先）の交渉に同席のうえ、代位弁済後の
初動対応に繋げた。

( イ )　関係人死亡や行方不明等のため入金や交渉が途絶えている先について、相続調査を弁護士に 14 先（前
年度 44 先）、居住確認をオリファサービス他に 25 先（前年度 39 先）依頼し、督促再開のほか、求償金請
求訴訟を行なった。

( ウ )　担保売却を促進するため競売不動産売却情報をホームページに２先（前年度 10 先）、保証月報に１
先（前年度９先）掲載し、情報提供を行った。

( エ )　無担保求償権について、定例回収の増加を図るため月１回督促強化日を設定し、集中的に電話督促を行
い、53 先（前年度 15 先）の定例回収が復活した。

( オ )　一定期間定例入金を継続している求償権関係人について、一部弁済による連帯保証債務免除ガイドライ
ンの活用を図り、５件（前年度 17 件）、1,350 千円（前年度 29,878 千円）の回収を行った。

件　　数
求 償 金 請 求 訴 訟 27 件（前年度 34 件）
支 払 督 促 12 件（　　〃　5 件）
不 動 産 競 売 14 件（　　〃　8 件）
債 権 差 押、 仮 差 押 23 件（　　〃　8 件）
そ の 他 0 件（　　〃　0 件）
合 　 　 計 76 件（　　〃 55 件）

＜法的手続＞

　イ　求償権消滅保証による企業再生支援
( ア )　求償権消滅保証等の主担当者を置き事業継続中の事業者 88 先を抽出（前年度は事業継続先のうち訪問

対象 29 先を抽出）の上、企業訪問し決算書を徴求する等実態把握を行ったが、金融機関との調整や事業承
継の課題等により求償権消滅保証による事業再生は実現できなかった。引き続き対象先の掘り起こしが必要
である。

( イ )　「経営者保証に関するガイドライン」に基づく保証債務整理の申出先４先（前年度１先）に対し、中小企
業活性化協議会が関与した再生計画に従って保証債務を免除した。

 
　ウ　求償権管理の効率化に向けた体制整備
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( ア )　管理事務停止について、処理目標 231 件、1,600 百万円と設定して、145 件、1,094 百万円を処理した。
（処理率：件数 62.8％、金額 68.4％、前年度比△ 66 件、△ 523 百万円）

　　　求償権整理については、処理目標 134 件、800 百万円と設定して、128 件、774 百万円を処理した。（処
理率：件数 95.5％、金額 96.8％、前年度比△ 124 件、△ 735 百万円）

（イ）　新たな回収ノウハウ獲得のため、当協会顧問弁護士を講師に勉強会を開催した。また、秋田県信用保証協
会を視察して回収に関する意見交換と知見共有を行い、業務の参考とした。

（ウ）　担当者それぞれが任意に作成していた顧客管理一覧表の書式を制定し、統一化した。
 

（５) その他間接部門
　ア　組織風土の変革

( ア )　１on １ミーティングの実施状況に係る意識調査のためメンティに対するアンケートを実施し、概ね肯定
的な回答を得た。

( イ )　ストレスチェック、職員満足度調査をそれぞれ実施し、調査委託先の分析結果及び抽出された問題点へ
の対応策について会議等で役職員に周知した。

( ウ )　職場内コミュニケーションの活性化のため、JAL 客室乗務員講師の「伝わる話し方・コミュニケーション」
をテーマに管理職研修会を実施した。

 
　イ　デジタル化の推進

( ア )　オンラインによる会議、研修等をスムーズに行うための環境作りを行った。
( イ )　認証付電子保証書の交付について主管課と連携して推進し、５金融機関と実施中。
( ウ )　保証申込の電子化や稟議書類等の電子化に関する情報収集に努めた。
 

　ウ　研修体系の効果的運用と組織的人材育成
( ア )　他協会に対し有効な人材育成の取組状況についてアンケートを実施し、50 協会中 37 協会から回答を得

た。結果を分析の上、令和５年度に効果的な人材育成に係る施策を検討、実施していく予定。
( イ )　中小企業診断士試験、信用調査検定に係る学習支援として、信用調査検定マスター（上級）合格者報奨

金贈呈実施要領及び中小企業診断士資格取得報奨金贈呈実施要領を制定した。信用調査検定については、マ
スター１名、アドバンス３名、ベイシス３名が合格した。

　エ　効果的な広報活動の展開
　令和４年度は広報委員会を３回開催し、広報体系整備を行った。

　オ　コンプライアンス態勢の維持・強化、反社会勢力排除の徹底
( ア )　コンプライアンス・プログラムに基づきコンプライアンス委員会は５回、コンプライアンス担当者会議

は４回開催し、コンプライアンス態勢の維持・強化を図った。
( イ )　岩手県暴力団追放推進センターから反社会的勢力の介入排除に関する取組みに関する資料を取り寄せ、

職場内研修の資料として各部署に提供した。
( ウ )　不祥事の発生防止のため、日常モニタリング活動確認シート及びコンプライアンス・チェックシートを

活用してコンプライアンスの浸透状況を把握し、職員の倫理観向上を図った。
( エ )　前年度と同様に令和４年度も日本航空株式会社から客室乗務員を講師として招き、職場のマナー向上た

め管理職員を対象としたマネジメント研修を実施した。
　　　また、コンプライアンス・ニュースは７号まで発行し、職員のコンプライアンスに係る啓発活動と組織風

土の改善に取り組んだ。
( オ )　事業継続計画（BCP）に基づく訓練は、本所ビルにおける浸水被災を想定したシナリオをもって、対策

本部各チーム担当者等による初期対応から暫定対応までの机上訓練を実施したほか、警備委託会社の安否確
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認システムを使用した災害時の安否等報告訓練を実施した。
( カ )　個人情報保護法及び個人情報保護委員会・金融庁の金融分野におけるガイドライン等に準拠した個人デー

タ管理規程に定められた安全管理の遵守状況の点検のため、各部署において個人データ点検計画に基づく点
検責任者による年４回以上の点検を実施し、検査室は、各部署の個人データ点検報告書を取りまとめの上遵
守状況の確認を行った。

( キ )　定期検査時の各職員に対するコンプライアンスに関するヒアリングにおいて、「個人データ持ち出し届出
書」「FD 等記録媒体持ち出し届出書」等による管理の実施状況について確認を行った。

　　　また、検証検査時においては、各個人データに関する管理簿等の現物をもって点検計画に基づき提出され
た点検報告書の個人データの安全管理の遵守状況の検証を行い、個人データの管理の徹底を図った。

 
３．事業計画について 
　当協会の令和４年度の事業概況は、伴走支援型特別保証の利用要件の一部緩和され、同資金での借換え等による資
金繰り支援により、保証承諾は 6,526 件 642 億円余で、対前年度比は件数で 106.0％、金額で 127.1％と前年度
を上回ったが、目標達成率は 82.3％と目標額を下回った。
　保証債務残高は 31,145 件 3,463 億 4 百万円余で、対前年度比は件数で 99.4％、金額で 94.6％といずれも前年
度を下回った。目標達成率は 106.2％と上回った。
　代位弁済は 238 件 22 億 9 千 5 百万円余で、対前年度比は件数で 120.2％、金額で 101.7％と前年度を上回り、
計画額に対しては 65.6％と下回った。
　回収は、11 億７千８百万円余（対債務者元金）、前年度比で 248.2％、計画に対しては 257.9％といずれも大幅
に上回った。
 
４．収支計画について
　年度経営計画に基づき業務の適正な運営と経営の効率化に努めた結果、当期収支差額は 11 億６千万円余（前年度
比 88.2％）となった。
　この収支差額の処理については、５億８千万余円を収支差額変動準備金に、残額を基金準備金に繰入処理を行った。

５．財務計画について   
　自己造成による基本財産の造成を図ることとしていることから基金の増加はなく、当期収支差額は 11 億６千万円
余のうち５億８千万余円余を基本財産に繰入れした結果、令和４年度の基本財産は、233 億７千万円余（前年度比
102.6％）となった。  
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●外部評価委員会の意見等

【保証部門】
 ・新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 の 長 期 化 に よ り 業 績 が 低 下 し て い る 企 業 に 対 し て も、 財 務 数 値

の み で 与 信 判 断 す る こ と な く、 企 業 訪 問 等 に よ り 事 業 性、 将 来 性 を 評 価 し、 さ ら に 短 期 継 続 型 保
証「5ing」 や 伴 走 支 援 型 特 別 保 証 等 を 活 用 す る な ど し て 積 極 的 な 信 用 保 証 に 取 り 組 ん だ こ と を 評
価します。

 ・「保証プロセ スの見直し」 等、業務改善の取 組を継続し、事業 者への適時適 切な対応と事業 者及び
金融機関の利便性向上の両立に向け、引き続き努力されることを期待します。

【経営支援部門】
 ・経営支援を 行う際に、経営 者等と対話しなが ら課題や短期 目標を共有し、「専 門家」任せにせ ず金

融機関とも連携し独自支援も行っていることは、実効性を高める取組として評価します。
 ・ 限 ら れ た マ ン パ ワ ー で 効 果 的 な 経 営 支 援 を 継 続 し て い く た め に、 工 夫 を 凝 ら し な が ら こ れ ま で の

取 組 を 定 着 さ せ て い く と と も に、 改 善 に つ な が っ た 実 例 の 内 部 共 有 や 研 修 等 に よ る 人 材 育 成 が 重
要となるので、組織的にレベルアップさせていくことを期待します。

 【期中管理部門】 
 ・新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 等 に よ り 業 況 悪 化 し て い る 企 業 に は、 経 営 者 と の 対 話 等 を 通 じ

経 営 課 題 を 明 確 に し、 今 後 の 見 通 し や 改 善 の 方 向 性 を 確 認 し な が ら、 金 融 機 関 と 連 携 し て 返 済 緩
和等の条件変更及び事故調整に積極的に取り組んだことを評価します。

 ・県 内 中 小 企 業 は、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 の 長 期 化 に 加 え、 原 材 料 費 高 騰 に よ り 今 後 も
厳 し い 経 営 環 境 が 続 く こ と が 懸 念 さ れ ま す が、 金 融 機 関 を 含 め 各 支 援 機 関 と の 連 携 を 深 め、 各 種
支 援 メ ニ ュ ー を 活 用 し、 資 金 繰 り 支 援、 経 営 支 援 に 取 り 組 み、 企 業 経 営 の 安 定 化 に 貢 献 さ れ る こ
とを期待します。

【回収部門】
 ・第 三 者 保 証 人 の 原 則 非 徴 求、 有 担 保 求 償 権 の 減 少 等 に よ り 回 収 が 困 難 な 案 件 が 増 え る 中 で、 代 位

弁済後の初動対応を徹底する等、適切な対応を図り、回収額を増加させたことを評価します。
 ・代位弁済後も事業継続している企業には訪問し、決算書を徴求するなどして実態把握に努めていますが、引き続

き関係部署や支援機関と連携して求償権消滅保証の活用による企業再生支援に取り組まれるよう期待します。
 ・定例入金を継続している連帯保証人に対し、一部弁済による連帯保証債務免除ガイドラインを活用し、回収に取

り組むとともに、保証人の生活再建にも配慮した対応をするよう期待します。

【その他間接部門】
 ・認証付電子保証書の交付を推進し、５金融機関で実施していることを評価します。
 ・引き続きデジタル化の推進に向けた積極的な取組を期待します。
 ・令和４年度のコンプライアンス・プログラムに基づき、適切に取り組んでいることを評価します。
 ・適宜必要に応じたコンプライアンス・プログラムの見直しを行い、取り組んでいくことを期待します。
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+ 業務の取組み

1. 金融機関との連携
　県内中小企業の金融の円滑化と経営力向上のための経営支援を推進するため、各金融機関との連携の強化が極めて
重要との認識のもと、毎年、以下の会議や研修会等を実施し、コミュニケーションを深めています。

金融懇談会、業務推進懇談会
　金融機関ごとに本部営業統括部門（役員を含む。）との金融懇談会、本支所ごとに管轄内の各支店長を対象とし
た業務推進懇談会を開催し、県内中小企業の金融の円滑化と経営支援の連携をお願いするとともに、中小企業の金
融情勢や経営支援の取組みについて情報交換を行っています。

勉強会
　各金融機関の店舗ごとに、保証や期中管理の取扱いに係る留意点等について随時勉強会を実施し、信用保証への理解
と中小企業金融に対する連携の協力をお願いするとともに、金融機関の担当者との信頼関係の強化に努めています。

「協会業務一日体験」研修会・協会業務研修会
　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、開催を見合わせました。

地域中小企業応援キャンペーン
　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、開催を見合わせました。

関係機関との連携

年　度 実施回数
平成 30 年度 71
令 和 元 年 度 58
令 和 2 年 度 14
令 和 ３ 年 度 13
令 和 ４ 年 度 11
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2. 商工団体との連携
商工会議所、商工会の経営指導員との連携
　各保証担当部署において、管内の商工会議所、商工会の経営指導員との情報交換会を実施し、コミュニケーション
を深め連携を強化しています。

３. ４機関による創業連携
　創業者の相談窓口の拡大や資金調達、創業計画書の策定に適切に対応が出来るよう、岩手県商工会議所連合会、岩
手県商工会連合会、株式会社日本政策金融公庫及び当協の４機関が連携し、創業フォローアップセミナーを共催して
います。
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　顧客満足度の向上を目指し、中小企業ごとの異なる実情や経営者の熱意を十分に感じ取り、それぞれの企業に合っ
た支援を提供する“より身近で総合的な企業支援”に取り組んでいます。
　また、東日本大震災の被災企業に対し、企業訪問を通じて経営者と直に向き合って、経営上の問題点や要望等を聞
き取り、実情に応じた支援を柔軟に対応しています。

1．被災企業への支援
　沿岸各支所と企業支援課の連携により、被災企業を直接訪問し、現状確認や要望をお聞きした上で、返済の緩和や運転・
設備資金などの必要な支援について関係機関と調整を行いました。東日本大震災被災企業への訪問実績は下記のとおりです。

２．いわて中小企業事業継続支援センター会議
　当協会では、令和 4 年 7 月に県が開催した「いわて中小企業事業継続支援センター会議」（以下「センター会議」
といいます。）に参加しました。
　この会議は、当協会と県が事務局となって開催していた「岩手県中小企業支援等連携会議」（通称「いわて企業支
援ネットワーク」）と、県が開催していた「新型コロナウイルス感染症に係る経済金融連絡会議」（コロナ連絡会議）
を発展的に統合し、県内中小企業の事業継続に必要な金融、経営両面の課題解決のため、関係機関が情報共有等を行
うことを目的に立ち上げられたものです。
　令和 4 年度は、コロナ連絡会議とセンター会議が合計 4 回開催され、行政機関、金融機関、商工団体、支援機関
と情報交換を行い、連携を深めました。

３．企業訪問
　企業訪問により直接中小企業の皆さまの声をお聞きすることで、経営上のお悩みやご要望を共有し、必要に応じて

「保証提案」や「経営課題解決のための専門家派遣」等によるきめ細かい支援の実践に努めています。

企業数 延べ訪問回数

81 企業 256 回

令和４年度末までの累計 110 企業（うち信用保証協会関与先　104 企業）

令和４年度末までの累計 167 企業（うち信用保証協会関与先　125 企業）

※二重債務問題への対応
　東日本大震災の被災企業は、事業再開に必要な資金を新たに借入する際に、震災前の借入負担が大きな障害となる場合があり
ます。
　この二重債務問題の解消のため、岩手県産業復興機構及び東日本大震災事業者再生支援機構による債権買取支援に迅速かつ適
切に対応することで被災企業の債務負担の軽減を図り、併せて事業再生のために必要な新規保証の対応も行っています。

※令和 4 年度　東日本大震災被災企業への訪問実績

岩手県産業復興機構による買取決定案件

（株）東日本大震災事業者再生支援機構による支援決定案件（岩手県内）

企業支援活動

「企業訪問」の実績

年　　度 企業者数
令 和 2 年 度 729
令 和 3 年 度 1,341
令 和 4 年 度 1,933
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４．経営支援保証
　売上の減少等による財務の悪化に伴い事業継続のための金融支援を必要としているお客様に対しては、経営支援保
証（経営支援と金融支援を関連付けた取組）により、協会職員による資金繰り改善提案、経営改善計画策定支援、専
門家派遣等のサポートから支援後の事後フォローまでをワンパッケージとした経営支援フローに基づく支援を積極的
に行っています。
　外部機関との連携体制を構築しており、企業ニーズがあれば岩手県事業承継ネットワーク、岩手県知財金融推進コ
ンソーシアム等の枠組みにより、中小企業の課題解決のためのコーディネートを行っています。

５．再生支援
　国が中小企業施策として推し進める再生への支援は、企業支援部経営支援課が中心となり、岩手県中小企業活性化
協議会や各金融機関の企業支援担当部署等と綿密な情報交換を行い、連携の強化を図りながら積極的に推進していま
す。
　また、自力再生の可能性のある求償権先に対しては、金融の正常化を実現させるための求償権消滅保証の支援を行っ
ています。

6．中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金事業
　平成 26 年から当協会利用企業者の経営改善を促進するため、中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助金事
業を活用して専門家派遣を行っています。

７．経営改善計画策定支援費用補助
　経営改善に積極的に取り組む意欲があり、認定支援機関による経営改善計画策定支援事業を利用して経営改善計画
を策定する当協会利用企業者に対し、経営改善計画策定費用の一部を負担しています。

８．相談窓口
　本所営業部、各支所及び企業支援部経営支援課が相談窓口となって中小企業の皆さまの経営や資金繰りに関するご
相談に随時応じています。
　また、盛岡市、花巻市、北上市、遠野市、久慈市、岩泉町の各商工会議所、商工会に相談窓口を開設し、定期的に
ご相談に応じているほか、中小企業経営診断システム（ＭｃＳＳ）の財務分析結果の資料の提供など、経営計画の策
定に係るご支援もしていますので、ご相談ください。

経営支援保証による保証実績〈令和 4 年度〉

支援項目 企業者数
保証支援企業者数 2 企業

保証承諾金額 20,800 千円

岩手県中小企業活性化協議会への再生計画策定支援関与実績

年　　度 企業者数 計画策定完了案件数
令和 4 年度 12 12

年　　度 利用企業者数
令和 4 年度 99

年　　度 費用補助企業者数
令和 4 年度 18
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9.「経営セミナー及びお客様交流会」、「中小企業者アンケート」の実施
　経営支援の一層の充実を図り、県内中小企業の皆様から支持される組織づくりを推進するため、当協会に対するご
意見・ご要望の集約と、経営の参考にしていただくための情報の提供を目的として、「経営セミナー及びお客様交流会」
と「中小企業者アンケート」を実施しています。

※「経営セミナー及びお客様交流会」
令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、開催を見合わせました。

※「中小企業者アンケート」
　・実施月　令和 4 年 8 月
　・対　象　県内の保証ご利用中のお客様　1,000 企業
　・回答数　419 企業
　　（集計結果については、当協会ホームページに掲載しています。）
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１．ホームページの活用
　当協会では、より多くの方々に信用保証につい
て理解を深めていただくため、ホームページを開
設しています。
　ホームページには、信用保証に関する基本的な
ことや各種保証制度のご紹介、不動産競売情報な
ど、保証や協会業務等に関する情報を幅広く掲載
しています。
　今後とも、内容の充実に努め、最新情報を分か
りやすくご提供します。

２．保証月報
　毎月 1 回発行し、金融機関、市町村、商工会議所及び商工会等
の関係機関に配布しています。

３．ノベルティグッズの作製
　当協会では、より多くの方々に協会の業務内容を知っていただ
くため、「ノベルティグッズ」を作製しております。
　令和３年度から、「トートバック・消せるボールペン・付箋メモ
用紙」を主に県内の中小企業者の方々に配布しています。
　今後とも、内容の充実に努めるとともに、より多くの中小企業
者の方々に協会のことを認知していただくよう努めます。　

ホームページアドレス　http://www.cgc-iwate.jp

広報活動
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　信用保証協会は、中小企業の育成振興を目的として「信用保証協会法」に基づいて設立認可された公的機関であり、
「信用保証」を通じて中小企業金融の円滑化に努めるとともに、中小企業の経営基盤の強化に寄与し、地域経済の活
力ある発展に貢献するという役割を担っています。
　このため、信用保証協会役職員は、倫理憲章及び具体的行動規範を基に行動をしていくことが求められています。
　当協会は、令和 3 年 4 月からの 3 か年の中期事業計画において、経営理念として「積極的な“信用保証”ときめ
細かい“経営支援”を通して、中小企業の金融円滑化と持続的成長を促し、地域経済の振興に貢献する」を掲げ、毎
年度コンプライアンス・プログラムを策定し、社会からの揺るぎない信頼の確立にむけて、役職員の意識の共有化と
行動の統一化に取り組んでいます。

+ コンプライアンス

1　信用保証協会の公共性と社会的責任
2　質の高い信用保証サービス
3　法令やルールの厳格な遵守
4　反社会的勢力との対決
5　地域社会に対する貢献

1
2
3
4
5
6
7
8
9

法令・ルール等の遵守
誠実な職務の遂行
守秘義務の履行
職務上の地位と関係者との付き合い
コンプライアンス関連事項への対応
反社会的勢力（不当要求行為）との対決
外部からの苦情・トラブルへの対応　
職場秩序の維持
違反行為の報告

≪役職員の具体的行動規範≫≪信用保証協会倫理憲章≫

報告・連絡・相談

指示

調査・チェック

理事会

職　　員

コンプライアンス委員会
（会長・専務理事・常務理事・常勤理事・室長・部長・総務企画課長）

コンプライアンス担当者
（各課長・支所長）

コンプライアンス統括部署
（検査室）

監　事

顧問弁護士等

コンプライアンス態勢

コンプライアンス組織図
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　岩手県信用保証協会（以下「当協会」という。）は、信用保証協会法（昭和 28 年 8 月 10 日法律第 196 号）に基
づく法人であり、中小企業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主た
る業務としており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的と
しております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の取扱いについ
て以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

 （1）個人情報に関する法令等の遵守
　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）などの法令およびガイドライン等を遵守して、
お客様の個人情報を取り扱います。

 （2）個人情報の取得・利用・提供
�・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、

利用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に
基づく公表事項等に関するご案内」の 1．「当協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご
覧ください。

・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしま
せん。

・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供・
開示しません。

・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められ
る目的以外の目的には使用いたしません。

 （3）個人データの適正管理
　お客様の個人データについて、組織的・人的・物理的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人デー
タの取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組みを見直します。安全管理
措置の主な内容につきましては、当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保護法に基づ
く公表事項等に関するご案内」の 9.「保有個人データの安全管理措置に関する事項」に公表しておりますのでご覧
ください。

 （4）個人情報保護の維持・改善
　当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り
組みを見直します。

 （5）個人データの委託
�・当協会は、個人情報保護法第 27 条第 5 項第 1 号の規定に基づき個人デー夕に関する取扱いを外部に委託する

場合があります。
・委託する揚合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

 （6）保有個人データの開示・利用目的の通知
・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データ等の開示およびそ

の利用目的の通知を求めることができます。
・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添

付して当協会窓口に持参（または郵送）ください。
・個人データの開示および利用目的の通知につきましては、実費相当額（1 件につき 300 円）をいただきます。

個人情報保護宣言 平成 17 年 4 月 1 日
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 （7）�保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
�・当協会が保有する個人データについて、内容の訂正・追加・削除、利用停止、消去または第三者提供の停止の

ご要望がある揚合は、下記の窓口にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める一定の揚合を除き、
ご対応いたします。

・（6)(7) の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個人情報保
護法に基づく公表事項等に関するご案内」の 8.(3)「開示等の請求等に応じる手続き等に関する事項」をご覧く
ださい。

 （8）質問・苦情について
　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

 （9）苦情窓口
　当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は以下のとおりです。

・開示・利用目的の通知・内容の訂正等・利用停止等・第三者提供の停止・安全管理措置・相談・質問窓口
　郵便番号　020 － 0062

住   　所　岩手県盛岡市長田町 6 番 2 号
岩手県信用保証協会
担当部署　企業支援部　保証統括課
電話番号　019-654-1505

・苦情窓口
郵便番号　020 － 0062
住　　所　岩手県盛岡市長田町 6 番 2 号
岩手県信用保証協会
担当部署　総務部　総務企画課
電話番号　019-654-1500

・開示等の請求等に応じる手続き等に関する事項は、ホームページに掲載のプライパシーポリシ一「個人情報保護法　
  に基づく公表事項等に関するご案内」をご覧ください。
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+ 計画一覧

中期事業計画概要（令和3年度～令和5年度）

ポストコロナを見据えた中小企業支援を展開していきます！

岩手県信用保証協会は、積極的な「信用保証」ときめ細かい「経営支援」を通して、中小企業の金融円滑化と
持続的成長を促し、地域経済の振興に貢献します。

岩手を支える中小企業をとことん応援します。

「中小企業本位」×「自己変革」

経営理念

ビジョン

基本方針

期待に応える

ー積極的な信用保証ー

必要十分な信用供与

金融機関との協調、信頼関係の
維持・強化

各地域の課題解決に向けた
県及び市町村との連携

顧客の利便性向上及び適切な
事務処理のための業務の見直し

新しい社会に求められる経営課題
の抽出、解決への伴走支援

コンプライアンス態勢の維持・強化
反社会的勢力排除の徹底

各支援機関が持つ
効果的な支援活用による連携

ニーズに応える保証制度の創設 創業、事業継承支援の強化
期中管理の早期対応による正常化支援

求償権消滅保証により企業再生支援

金融機関と連携した期中管理

組織風土の変革

適切な対応による回収

効果的な広報活動の展開

研修体系の効果的運用と組織的人材育成

デジタル化の推進

求償権管理の効率化に向けた体制整備

金融機関と連携した伴走支援

経営支援の効果検証

経営支援の組織的レベルアップ

ファンドへの出資の検討

企業再生への積極的な取組み

―きめ細かい経営支援― ―経営基盤―

テーマ1

連携する
テーマ2

革新する
テーマ3

挑戦する
テーマ4

災害からの復旧・復興支援

⑴　積極的な信用保証
　ア　必要十分な信用供与
　イ　ニーズに応える保証制度の創設
　ウ　金融機関との協調、信頼関係の維持・強化
　エ　各地域の課題解決に向けた県及び市町村との連携
　オ　顧客の利便性向上及び適切な事務処理のための業務の見直し
⑵　東日本大震災や台風等により被災した中小企業の復旧・復興支援
⑶　きめ細かい経営支援
　ア　新しい社会に求められる経営課題の抽出、解決への伴走支援
　イ　創業、事業継承支援の強化
　ウ　金融機関と連携した伴走支援
　エ　企業再生への積極的な取組み
　オ　各支援機関が持つ効果的な支援活動による連携
　カ　経営支援の効果検証

　キ　経営支援の組織力レベルアップ
　ク　ファンドへの出資の検討
⑷　正常化に向けた早期期中管理
　ア　期中管理の早期対応による正常化支援
　イ　金融機関と連携した期中管理
⑸　適正な回収
　ア　適切な対応による回収
　イ　求償権消滅保証による企業再生支援
　ウ　求償権管理の効率化に向けた体制整備
⑹　組織風土の変革
⑺　デジタル化の推進
⑻　研修体系の効果的運用と組織的人材育成
⑼　効果的な広報活動の展開
⑽　コンプライアンス態勢の維持・強化、反社会的
　　勢力排除の徹底

中期事業計画（令和 3年度〜令和 5年度）について

　岩手県信用保証協会は、中期ビジョンを「岩手を支える中小企業をとことん応援します。」と定め、基本方針を「中
小企業本位×自己変革」と位置付けました。
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１　経営方針

（１)業務環境
ア 岩手県の景気動向
　県内経済は、生産活動において電子部品や食料品を中心に弱い動きとなったものの、個人消費が引き続き回復基調
であったこと、有効求人倍率が新型コロナウイルス感染症拡大前に近づく等雇用情勢も改善の状況にあることから、
全体としては持ち直しの動きが続いている。
　今後も持ち直し基調が続くものとみられるが、円安の影響による物価高騰、金利上昇を受けた先進国経済の減速や
中国経済の不透明感、物価の上昇が続く中での消費者の買い控えの動き等、県内中小企業に与える影響も懸念される
ことから、引続き動向を注視していく必要がある。

イ 中小企業を取巻く環境
　県内の企業倒産は、コロナ対応に係る手厚い資金繰り支援によってこれまで小康状態が続いてきたが、コロナ禍の
長期化等の影響による業績悪化を要因とした倒産は前年と比較し大幅な増加傾向にあり、今後も中小企業の経営は厳
しい状況が続くものと思われる。
　また、令和５年度はコロナ禍の影響を受けゼロゼロ融資の返済を据え置いていた多くの中小企業の本格返済開始が
見込まれることから、信用保証協会に求められる使命は資金繰り支援に止まらず、一層の収益力改善・事業再生・再
チャレンジを促すための経営支援へと大きくシフトしていくものと認識している。
 
（２)業務運営方針
　このような状況のなか、令和５年度は中期事業計画（令和３年度～令和 5 年度）の最終年度として、中期ビジョ
ンである「岩手を支える中小企業をとことん応援します。」及び基本方針である「中小企業本位」×「自己変革」を
改めて強く意識しながら、経営理念である「積極的な信用保証ときめ細かい経営支援を通して、中小企業の金融円滑
化と持続的成長を促し、地域経済の振興に貢献します。」の実現のため、諸課題に取り組んでいくこととする。
　また、コロナ禍の影響を受け返済を据え置いていた多くの中小企業に対し、将来に希望をもって事業が継続できる
よう個々の実情に合わせた資金繰り支援を経営支援と一体として行っていくこと、新設された制度も活用しながら経
営者保証に依存しない融資慣行を確立すること、増加する支援ニーズに応えていくため経営者との信頼関係を構築し
伴走支援をしていくこと、金融機関、各支援機関、専門家等との一層の連携を図ることが特に重要と認識しており、
以下のとおり重点課題の解決に向けた方策を積極的に講じていく。

２　重点課題

【保証部門】
（１)現状認識
　県内中小企業は、コロナ禍の長期化の影響による過剰債務に加え、原材料高等により一層厳しい状況におかれてい
る。また、県内全域では人口減少、人出不足、沿岸部でのサンマ、サケ等の漁獲量の減少及び復興工事の減少といっ
た様々な地域課題がある。さらにはデジタル化、脱炭素社会の要請への対応や経営者の高齢化による事業承継の対応
も迫られている。こうした環境におかれた県内中小企業に対し、将来に希望をもって事業が継続できるよう個々の実
情に応じた資金繰り支援を経営支援と一体として行っていくことが必要である。
　こうした支援を行うためには県、市町村、金融機関及び商工団体等各支援機関との連携が益々重要となっており、
情報交換を緊密に行いながら地域課題の解決及び個社支援に繋げる必要がある。また、協会としても更なる顧客利便
性の向上を進めるため、保証制度の創設や経営者保証に依存しない融資慣行に向けた取組みに加え、業務の見直し等

令和５年度経営計画
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も求められる。
以上の認識のもと、次の課題に取り組む。

（２)具体的な課題
ア 積極的な信用保証
　( ア )　必要十分な信用供与
　( イ )　ニーズに応える保証制度の創設
　( ウ )　金融機関との協調、信頼関係の維持・強化
　( エ )　各地域の課題解決に向けた県及び市町村との連携
　( オ )　顧客の利便性向上及び適切な事務処理のための業務の見直し

イ �東日本大震災や台風等により被災した企業の復旧・復興支援

（３）課題解決のための方策
ア 積極的な信用保証
　（ア）必要十分な信用供与

ａ　新規融資及び既存債務の借換に柔軟に対応できる伴走支援型特別保証を始め、短期継続型保証「5ing」等
償還力に応じた各種保証制度や状況に応じた返済緩和の条件変更を提案し、資金繰り面での不安を減らすこと
で収益力の改善、事業再構築に取り組めるよう支援する。また、必要に応じて経営支援ツールを活用し、資金
繰りと経営支援を一体で支援する。

ｂ　業績が悪化している企業であっても、企業訪問及びローカルベンチマーク等の活用により事業性、将来性を
理解した上で事業継続に必要な資金を積極的に支援する。

ｃ　金融機関と連携し、経営者保証を不要とする制度や中小企業が経営者保証を解除することを選択できる制度
の利用を促し、経営者保証に依存しない融資慣行の確立を目指す。

　（イ）ニーズに応える保証制度の創設
　保証制度検討委員会を立ち上げ、中小企業アンケート結果等により企業ニーズ、現況を把握・検討し、必要に
応じて関係機関と連携しながら地域課題、社会的課題に対応した利便性の高い保証制度を創設する。

　（ウ）金融機関との協調、信頼関係の維持・強化
ａ　日頃より業務を通じて金融機関と良好な関係を築くとともに、金融懇談会、業務推進懇談会及び勉強会を開

催し、相互に理解を深め、信頼関係を構築する。
ｂ　金融機関のモニタリングが要件となる伴走支援型特別保証やプロパー融資と協会付き融資でリスクを適切に

分担する「連携支援協調パッケージ」を金融機関に理解を求めながら推進し、業績悪化企業等に対する支援体
制を構築する。

　（エ）各地域の課題解決に向けた県及び市町村との連携
　保証担当部署と保証統括部署が連携して県、市町村、業界団体等と支援施策等の情報交換を行い、地域課題等
を共有の上、課題解決のための融資制度創設や保証料・利子補給等の支援策を検討する。

　（オ）顧客の利便性向上及び適切な事務処理のための業務の見直し
ａ　保証業務に関する事務処理プロセスの改善検討を実施し、企業、金融機関の利便性の向上と適切な事務処理

の両立を図る。
ｂ　「認証付電子保証書」を未実施金融機関に勧め、順次実施する。

イ �東日本大震災や台風等により被災した企業の復旧・復興支援
ａ　被災企業にはアフターフォロー訪問を行い、適切な金融・経営支援を行うことで復興を下支えする。
ｂ　債権買取先については、業況・課題把握を徹底するとともに、エグジット期限が到来する企業に対し、金融

機関並びに岩手産業復興機構、㈱東日本大震災事業者再生支援機構（以下「両機構」という。）等と連携し、
経営計画の策定等エグジットに向けた支援を行う。
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ｃ　エグジット予定案件については、適時適切なタイミングでリファイナンス対応できるよう金融機関、両機構
等と情報共有を緊密に行い、連携して対応する。

【経営支援部門】
（１)現状認識
　コロナ禍の長期化、原材料高等経営環境が厳しい中において業績の維持、改善のために支援を希望する企業が増加
している。当協会は専門家派遣を主たる支援ツールとしているが、前年度の派遣実績は初めて 100 企業を超え、今
年度も引続き支援ニーズは強いものと思われる。増加する支援ニーズに応えながらも着実に支援効果が現れるよう支
援の質を確保しながら取り組んでいくが、そのためには対話と傾聴により経営者との信頼関係を構築し、企業の将来
像、経営課題、具体的改善策、目標数値等を共有し伴走支援していくことが必要である。また、金融機関、各支援機
関、専門家等と連携し多くの知見を活用することも重要である。
　協会の支援の質を高めていくために各種研修、支援事例の共有等を実施していくが、職員が自分事として支援に取
り組み、支援効果が現われることで、経営者の信頼を得ることが職員のやりがいとなり、支援の質が向上していくと
いう好循環を目指す。
　創業支援、事業承継支援は地方創生、地域活性化という観点からも重要であり、金融機関、商工団体等と共に連携
し取り組む必要がある。
　以上の認識のもと、次の課題に取り組む。
 
（２)具体的な課題
 ア 経営支援、再生支援の強化

( ア )　新しい社会に求められる経営課題の抽出、解決への伴走支援
( イ )　創業、事業承継支援の強化
( ウ )　金融機関と連携した伴走支援
( エ )　企業再生への積極的な取組み
( オ )　各支援機関が持つ効果的な支援活用による連携
( カ )　経営支援の効果検証
( キ )　経営支援の組織的レベルアップ
( ク )　ファンドへの出資の検討

 
（３)課題解決のための方策
ア 経営支援、再生支援の強化

( ア )　新しい社会に求められる経営課題の抽出、解決への伴走支援
ａ　インターネット等による企業情報の収集に加え、ＣＲＤ統合ツールや業種別審査辞典等を活用し、企業が抱

える問題点等について仮説を立てた上で面談を行い、仮説に固執しすぎないよう留意しながら対話と傾聴を通
じて経営課題を抽出し、経営者と共有する。

ｂ　共有した経営課題及び課題解決に向けた改善の方向性に基づき最適な支援ツールを提案し、伴走支援を行う。
より実効性の高い支援となるよう課題解決に向けた短期目標の設定・共有、協会の独自支援及び関係機関との
連携等を効果的に組み合わせて対応する。

ｃ　コロナ禍の影響等により経営上の課題を有すると思われる企業に対し、企業訪問により現状や支援ニーズ等
を確認し、金融、経営両面で必要な支援を実施する。

( イ )　創業、事業承継支援の強化
ａ　創業案件は、創業者と面談の上、創業支援パッケージ（いわてドリームパスポート）及び女性起業家支援チー

ム＜幸呼来（さっこら）＞の活用や日本政策金融公庫、商工団体との連携協調を行いながら、安定成長に向け
た総合支援を実施する。また、創業支援を行った先へのフォローアップを実施し、事業が軌道に乗るまでのサ
ポートを行う。
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ｂ　事業承継案件は、面談を重ねることにより関係性を構築し、専門家派遣による承継支援、事業承継・引継ぎ
支援センターへの橋渡し、事業承継特別保証の利用促進を行う。

ｃ　各種セミナーの実施、参加により、創業、事業承継の気運を醸成する。
( ウ )　金融機関と連携した伴走支援

　効果的な本業支援を実施するため、企業の経営課題、改善の方向性を金融機関と共有し、それぞれが持ちうる
最適な支援策を分担しながら経営改善の伴走支援を行う。

( エ )　企業再生への積極的な取組み
a　中小企業活性化パッケージＮＥＸＴを踏まえ、東北経済産業局及び中小企業活性化協議会との間で締結した

連携協定を意識し、事業再生が必要とされる案件には金融機関、中小企業活性化協議会等と連携して最適な支
援案を検討するとともに、中小企業の事業再生等のガイドライン、経営者保証ガイドライン等を適切に活用し
ながら支援を行う。

b　計画要件が拡充された経営改善サポート保証制度や信用保証付債権 DDS の活用を促進するため、金融機関
等と事業再生支援等に関する意見交換会、勉強会を開催する。

( オ )　各支援機関が持つ効果的な支援活用による連携
ａ　保証担当部署及び経営支援課は、いわて中小企業事業継続支援センター会議（ネットワーク会議）や情報交

換会等を通じ、関係機関と連携、情報共有の上、企業の経営課題に対して最適な支援機関、支援策を仲介、提
案する。

ｂ　各機関が実施する支援施策を調査・共有し、連携が効果的と思われる施策については各機関と連携を行い、
総合的な支援に繋げる。

( カ )　経営支援の効果検証
定めた指標を基に検証試行することで効果検証の正式実施に向けた準備を行う。

( キ )　経営支援の組織的レベルアップ
　当協会及び他協会等の経営支援に関する成功事例やノウハウ等の情報を横展開するとともに、統括部署による
保証担当部署へのフォローアップ、経営支援ミーティング実施による職員間の意見交換、議論及び研修の実施等
により、経営支援マインド、スキルの組織的レベルアップと向かうべきベクトルの統一を図る。

( ク )　ファンドへの出資の検討
　創業や事業再生のための支援が必要な企業を支援するため、県、金融機関、支援機関と連携、情報交換を行い、
地方創生に寄与するファンドへの出資等を検討する。

【期中管理部門】
（１)現状認識

　コロナ禍の長期化に加え原材料高等の影響から、条件変更、延滞、事故及び代位弁済は増加傾向で推移しており、
今後も同様の傾向が続くものと思われる。廃業、代位弁済に至ることがないようできるだけ早い段階から金融機関
と緊密に連携しながら現状を把握し、資金繰り支援、経営支援を適切に実施する必要がある。
　以上の認識のもと、次の課題に取り組む。

（２)具体的な課題
ア 正常化に向けた期中管理
　( ア )　期中管理の早期対応による正常化支援
　( イ )　金融機関と連携した期中管理

（３)課題解決のための方策
ア 正常化に向けた期中管理

( ア )　期中管理早期対応による正常化支援
ａ　保証料未納先、事故前の延滞初期の段階から事業実態を確認し、早期に対応方針を明確にした上で正常化に
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向けた支援を行う。
ｂ　事故先についても企業訪問等により事業実態を確認し、金融機関の支援方針も確認しながら事業継続が可能

であれば正常化に向けた支援を行う。保証料未納先については、「未収保証料明細表」により業況悪化のシグ
ナルを早期に掴み、未納原因及び対応策を把握の上、早期解決を図る。

ｃ　条件変更先に対しても企業訪問等により事業実態を確認し、業績改善に繋がるよう金融・経営支援を検討す
る。

( イ )　金融機関と連携した期中管理
　　延滞企業については金融機関と定期的に情報を共有し、必要に応じて金融機関担当者との同行訪問や改善計画

に対する実績状況等のモニタリングを実施し、連携して正常化支援を行う。
  

【回収部門】
（１)現状認識

　新型コロナウイルス感染症等の影響による代位弁済の増加や第三者保証人の原則非徴求、有担保求償権の減少、
経営者保証非徴求の増加等により、回収を取巻く環境は一層厳しさを増していくことが予想される。
　このような厳しい環境にあっても、連合会が示す回収部門における基本ポリシーの考え方に則った適正な回収に
引続き努めることとし、事業を継続しながら誠実に返済を履行している債務者に対しては積極的に関与し、事業再
生、金融正常化等の提案を行う。
　また、効率を重視しながら求償権を行使する義務と費用対効果とのバランスを考慮した管理体制の整備を進める。

（２)具体的な課題
 ア　適切な対応による回収
 イ　求償権消滅保証による企業再生支援
 ウ　求償権管理の効率化に向けた体制整備

（３)課題解決のための方策
 ア　適切な対応による回収

( ア )　代位弁済が避けられない案件で一定の回収が見込まれる場合は、代位弁済前の面談の際に回収担当の職員
も同席し、返済方針に係る交渉や回収の糸口となる調査を行うことで代位弁済直後の初動対応に繋げる。

( イ )　死亡や行方不明により交渉が途絶えている関係人については、顧問弁護士や民間調査機関を活用の上、相
続人や居所を特定し、速やかに入金交渉を行い、誠意のない関係人に対しては法的措置を検討する。

( ウ )　担保物件等は、物件所有者の実情を勘案し、任意売買、競売申立、担保権協定締結等状況に応じた適切な
措置を早期に着手することとし、任意売買の場合は関係人の同意の上、信頼できる不動産業者や金融機関への
情報提供を行い、競売の場合は物件情報をホームページや保証月報に掲載し、物件売却を促進する。

( エ )　無担保求償権については関係人の生活実態を把握し、心情等に配慮しながら適切に回収を行う。
( オ )　一定期間定例入金を継続している求償権関係人に対しては、一部弁済による連帯保証債務免除ガイドライ

ンの活用を図る。

イ 求償権消滅保証による企業再生支援
( ア )　事業継続中の債務者の業況を把握し、早期に事業再生が可能と判断できる先については、関係部署や必要

に応じて外部の支援機関とも連携し、求償権消滅保証や中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づく
事業再生を推進する。

( イ )　求償権消滅保証等の主担当を置き、回収担当からの相談対応、取組上の問題点整理及び企業支援担当者と
の調整を行い、求償権消滅保証等の取組みを推進する。

(ウ)　経営者保証ガイドラインに基づく保証債務整理の申出があった場合は、申出の内容に応じて適切に対応する。
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ウ 求償権管理の効率化に向けた体制整備
( ア )　回収が見込めず管理の実益に乏しい求償権は早期に管理事務停止措置を講じ、管理事務停止先で求償権整

理が可能な先は遅滞なく手続を行う。
( イ )　電算システム等を活用した管理体制を検討する。
( ウ )　新たなノウハウ獲得のための外部講師による勉強会開催や回収実績の良好な先進協会の視察を検討する。

【その他間接部門】
（１)現状認識

　ウィズコロナ・ポストコロナのもと、信用保証協会に求められる役割に対する期待も今までにも増して大きくなっ
ていくものと認識している。それらの期待に応えていくためには、なお一層の組織力向上のための自己変革が必要
不可欠であり、今後についても風通しの良い職場環境の構築、顧客の利便性の向上と業務効率化を図るためのデジ
タル化の推進及び職員のキャリアアップのための組織的人材育成等に取り組んでいく。
　信用保証協会の公共性と社会的責任の重さを常に認識し、健全な業務運営を通じて中小企業者や関係機関等から
の信頼の確立を図るため、職員の倫理観向上、コンプライアンス態勢の維持・強化及び反社会的勢力排除の組織的
取組みを不断に進めることが重要である。
　また、東日本大震災及び台風被害等の経験を生かし、職員の安全と業務の迅速な復旧を図るため、事業継続計画

（BCP）に基づく訓練を実施し、緊急事態に備える必要がある。
　なお、個人情報については、適正な個人情報保護を図るため各部署で点検計画を策定し、定期的に点検するとと
もに監査を実施して適正な管理を行う必要がある。
 

（２)具体的な課題
ア　組織風土の変革
イ　デジタル化の推進
ウ　研修体系の効果的運用と組織的人材育成
エ　効果的な広報活動の展開
オ　コンプライアンス態勢の維持・強化、反社会的勢力排除の徹底 

（３)課題解決のための方策
ア　組織風土の変革

( ア )　職場環境の改善に向けたオフサイトミーティングを実施し、職員の主体的な行動を促すとともに必要な改
善に取り組む。

( イ )　ストレスチェックの分析結果に基づき、職場環境の課題を抽出し、課題解決に向けた施策を検討する。
( ウ )　必要に応じて専門家を活用しながら、風通しの良い職場環境整備に向けた施策を実施する。

イ　デジタル化の推進
( ア )　保証申込電子化及び合理化・効率化に資する業務のデジタル化を各業務の主管課と連携して推進する。
( イ )　保証書電子化の実施について、主管課と連携して未実施金融機関に働きかける。

ウ　研修体系の効果的運用と組織的人材育成
( ア )　効果的に人材育成を行うため、研修体系に掲げる職場外研修への派遣職員選定に係る運用の見直しを行う。
( イ )　他協会等から収集した情報を参考に、人材育成に係る効果的かつ組織的なサポート体制を構築する。
 
エ　効果的な広報活動の展開
　次世代広報を見据えた広報体系を整備し、効果的なメディアを活用した広報活動を展開するとともに効果検証方法
について検討を進める。
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 オ　コンプライアンス態勢の維持・強化、反社会的勢力排除の徹底
( ア )　コンプライアンス・プログラムに基づきコンプライアンス委員会及び担当者会議を開催し、コンプライア

ンス態勢の維持・強化を図る。
( イ )　反社会的勢力からの介入防止、排除に向け、「反社会的勢力との対応マニュアル」に基づく知見の拡大・知

識の提供を行う。
( ウ )　コンプライアンス・チェックシート等により職員のコンプライアンス意識の把握と向上を図る。
( エ )　各部署でコンプライアンスをテーマとした職場内研修を実施するよう促すとともに、コンプライアンス

ニュースによる啓発活動を行う。
( オ )　事業継続計画（BCP）に基づく訓練を実施する。
( カ )　個人情報の保護に関する点検責任者が行う個人データ管理規程等に基づく個人データ取扱点検の年間計画

策定と定期的な点検・報告を集約、管理する。
(キ)　各部署からの個人データ取扱点検報告書により管理状況を把握するとともに、個人データの取扱状況の点検・

監査規程に基づく監査を実施し、必要に応じて改善を指導する。
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+ 組織体制

（R5.4.1 現在）

役職名 氏名　 備　考

会　　長 南　　　敏　幸 常　勤 前県議会事務局事務局長

専務理事 髙　橋　克　彦 〃 前常務理事、元当協会総務部長

常務理事 関　口　　　等 〃
前公益財団法人いわて産業振興センター
常務理事兼事務局長

常勤理事 後　藤　良　玄 〃 前当協会参与兼総務部長

理　　事 岩　渕　伸　也 非常勤 県商工労働観光部長

理　　事 谷　藤　裕　明 〃 県市長会会長

理　　事 鈴　木　重　男 〃 県町村会会長

理　　事 岩　山　　　徹 〃 岩手銀行頭取

理　　事 佐　藤　健　志 〃 東北銀行頭取

理　　事 石　塚　恭　路 〃 北日本銀行頭取

理　　事 浅　沼　　　晃 〃 県信用金庫協会会長

理　　事 井　上　尚　洋 〃 商工組合中央金庫盛岡支店長

理　　事 谷　村　邦　久 〃 県商工会議所連合会会長

理　　事 髙　橋　富　一 〃 県商工会連合会会長

理　　事 小山田　周　右 〃 県中小企業団体中央会会長

監　　事 古　舘　正　彦 常　勤 前当協会常勤理事

監　　事 秋　山　信　愛 非常勤 公認会計士

監　　事 大和久　政　也 〃 弁護士

岩手県信用保証協会役員名簿
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（R5.4.1 現在）

理
事
会

検査室

総務部

本所営業部

総務企画課

保証統括課

経営支援課

釜石支所

一関支所

宮古支所

大船渡支所

二戸支所

奥州支所

管理再生課

保証一課

保証二課

会
　長

内部検査、主務省検査・監査、コンプライアン
スの統括

定款の制定、改廃、事業計画、出捐金・負担金要
請、人事、予算、決算、諸会議、研修、経理関係、文
書収受、福利厚生、電算統計、広報、信用保険通知

デジタル推進室
業務のデジタル化に係るシステムの企画立案・
設計
デジタル化推進の情報収集

保証業務の企画・調整・指導及び統括
企業動向等の情報収集
保証制度の創設、改正及び運用
県・市町村制度特別保証契約の締結
金融相談及び経営指導の統括
保証の審査及び保証後の管理の企画、調整・指導
及び統括
信用保証料の統括
保証債務の履行及び免責、信用保険の請求、受領
及び納付、事故管理方針（代位弁済見込）の稟議」

金融相談及び経営指導の統括、経営支援及びコ
ンサルティング業務の統括、経営サポート会議
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　本所営業部
〒020-0062
盛岡市長田町6番2号アバンサール・ｉ

□保証一課（2F）
TEL：019（654）1501（直通）
FAX：019（654）7110
管轄市町村／盛岡市、八幡平市、滝沢市、
　　　　　　岩手町、雫石町、葛巻町

□保証二課（3F）
TEL：019（654）1502（直通）
FAX：019（654）7120
管轄市町村／花巻市、北上市、矢巾町、
　　　　　　紫波町、西和賀町

　企業支援部
□経営支援課（2F）
TEL：019（654）1506（直通）
FAX：019（654）7110

　釜石支所
〒026-0041
釜石市上中島町 1丁目 3-11
TEL：0193（27）8361（代表）
FAX：0193（23）8331
管轄市町村／釜石市、遠野市、大槌町

　宮古支所
〒027-0061
宮古市西町二丁目 2番 3号
TEL：0193（62）2700（代表）
FAX：0193（63）3930
管轄市町村／宮古市、山田町、岩泉町、
　　　　　　田野畑村

　大船渡支所
〒022-0002
大船渡市大船渡町字茶屋前59番地6
（ヤチビル 1階）
TEL：0192（27）1224（代表）
FAX：0192（27）1227
管轄市町村／大船渡市、陸前高田市、
　　　　　　住田町

　二戸支所
〒028-6101
二戸市福岡字八幡下 19番地 2 
TEL：0195（23）4115（代表）
FAX：0195（23）4116
管轄市町村／二戸市、久慈市、軽米町、
　　　　　　洋野町、一戸町、普代村、
　　　　　　野田村、九戸村

　奥州支所
〒023-0828
奥州市水沢東大通り一丁目2番3号
TEL：0197（25）3171（代表）
FAX：0197（25）3172
管轄市町村／奥州市、金ケ崎町

　一関支所
〒021-0881
一関市大町 7番 14号
TEL：0191（23）2533（代表）
FAX：0191（23）2530
管轄市町村／一関市、平泉町

45
大船渡支所

4

事務所のご案内
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〒026-0041
釜石市上中島町 1丁目 3-11
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―2023―
信用保証協会のあらまし

発行日　令和 5 年　9 月 1 日
発刊　岩手県信用保証協会

〒 020-0062　盛岡市長田町 6-2　アバンサール・i
TEL 019-654-1500（代表）





信用保証協会のあらまし

～岩手を支える中小企業を
　　　　とことん応援します～

当協会ホームページは
こちらから

〒020-0062 盛岡市長田町6番2号 アバンサール・ｉ
TEL：019-654-1500（代表）　FAX：019-654-7121

CREDIT
　　　　　　GUARANTEE
CORPORATION　　　
　　　　OF IWATE

CREDIT GUARANTEE
CORPORATION OF IWATE

・2023・


